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令和２年度  事業報告  

 

新型コロナウイルス感染症（以下、「新型コロナ」）の収束が見込まれない

中、多くの計画・事業が中止を余儀なくされましたが、地域福祉の総合的な

推進役としての役割や使命を踏まえ、多様な関係機関・団体等との連携のも

と「事業の基本方針」に掲げた事項を中心に、感染予防対策に取り組みつつ

様々な事業活動を展開しました。 

 

令和２年度事業の基本方針掲載事項の実施結果  

 

①【地域の福祉課題の解決に向けた事業展開】 

 

○「名古屋市地域支えあい事業」については、新たに実施学区が１学区増え、

市内９４学区で実施しました。 

コロナ禍においても、直接、高齢者等の生活を支える住民相談窓口や生活

支援活動については感染予防対策を講じながら活動の継続ができるよう支援

しました。また、「『地域支えあい事業』コロナ禍における取り組み事例」

を作成し、周知しました。 
 

○「名古屋市高齢者サロンの整備等生活支援推進事業」については、高齢者

サロン等に対して 18 件の開設助成を行い、３月末時点における高齢者・

共生型サロンの把握・設置件数は、市内で１,４８0 か所となっています。 

  コロナ禍において、運営者向けに「再開にあたっての留意事項」や「感

染防止対策チェックシート」を作成し、感染防止対策の徹底を呼びかける

とともに、「『ふれあいいきいきサロン』コロナ禍における取り組み事例」

をまとめ、周知しました。 

また、クラウドサービス型の「データベースシステム」を利用し、ふれあ

い・いきいきサロンや生活支援活動等の情報の管理や共有を行いました。 

 

○「名古屋市子ども食堂推進事業」については、２件の開設助成を行い、 

３月末時点の子ども食堂は、市内で 64 か所となっています。 

コロナ禍において、会食方式による子ども食堂の開催が困難となる中、連

絡会や子ども食堂フォーラムを開催し、課題や取り組みの工夫等を共有する

機会をつくるなど子ども食堂の活動を支援しました。 

 

○各区社協で受託している「高齢者はつらつ長寿推進事業」については、令 

和 2 年度が委託契約の最終年度でしたが、新型コロナ感染拡大の影響によ 

り、契約期間が 1 年延長となり、公募型プロポーザルは令和 3 年度に実施 

されることになりました。 
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また、感染拡大防止の観点から、会場での事業実施が中止となる期間中も、

在宅において介護予防や参加者同士のつながりが感じられる取り組み等を

継続的に実施しました。 

 

○「ボランティア活動の振興」については、「新型コロナウイルス感染症によ

るボランティア活動への影響に関するアンケート」を実施し、「Zoom 体験

講座」の開催や、「おうち・ご近所でできるボランティア活動プログラム」

の作成、「コロナに負けない ボランティア・市民活動の取り組み」（ボラン

ティアの促進協働会議）の作成など、コロナ禍におけるボランティア活動

の支援を行いました。また、若者の担い手づくりを目的とした「なごやか

地域福祉・大学ラウンドテーブル」をオンラインで開催しました。  

また、地域共生社会の実現に向けて、地域での協力者を増やしていくため、

福祉学習サポーター養成研修等をオンラインで実施し、福祉教育・福祉学習

の推進に取り組みました。また、コロナ禍における学校等での福祉教育実施

に向けて「コロナ禍における新しい福祉教育プログラム」の開発検討会を開

催し、プログラムを開発しました。 

 

〇「市民活動への参加支援を目的とした取り組み」については、市健康福祉

局地域ケア推進課と協議を重ね、今後は計画ワーキングチームにて、既存

の調査結果の収集・分析や、新たな市民活動に対する意識調査を実施する

とともに、その調査結果等をもとにして、多様な主体が地域福祉活動に参

加できる方法等を検討することとしました。 

 

〇地域の助け合い・支えあい活動に携わる人材養成及び取組みの支援として、

新たに「地域の支え手応援事業」を創設し、「ポストコロナ社会で私たちが

できることを考える講座」を開催し、新たな人材や活動を掘り起こしまし

た。 

また、活動に対する助成として「地域の困りごと解決応援助成」を実施す

るとともに、講座受講者や助成団体向けに成果報告会などを行い、市民の草

の根福祉活動を推進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ポストコロナ社会で私たちができる 

ことを考える講座」の様子  
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○コロナ禍における「災害ボランティアセンターの設置・運営」について、 

「新型コロナウイルス禍における設置・運営の考え方（設置・運営ガイド 

の補足版）」を作成しました。また、災害に備え、災害ボランティアセンタ 

ー三者合同研修を名古屋市・なごや防災ボラネットとの共催でオンライン 

で開催し、発災時に円滑に災害ボランティアセンターを運営できるよう 

に訓練を行いました。 

 

○地域の住民の抱える既存の制度やサービスでは解決できない福祉課題の解

決を目指す「なごや・よりどころサポート事業」では、新型コロナの影響

により一時的に困窮した養護施設等出身者に対し「緊急時支援」の申請を

積極的に働きかけ、前年度より約 7 倍多い若者に経済的な支援をしました。 

 

○「いきいき支援センター」では、本会が受託する全てのセンターで、平成

３０年度からの受託期間（５年間）における基本方針及び重点的な取り組

み等を掲げた「地域包括ケア推進プラン」に基づき、各担当圏域の特色を

活かした地域包括ケア推進を計画的に実践しました。 

 なお、事業実施につきましては、感染予防対策を講じた上での規模縮小に

よる開催や書面・オンライン等による方法での開催に努めました。 

 

○「名古屋市認知症相談支援センター」では、認知症地域支援推進員及び認

知症初期集中支援チームの活動支援や認知症カフェの開設・運営支援、若

年性認知症者に関する支援、認知症コールセンターの運営等を行いました。 

  また、コロナ禍における広報・啓発等の対応として、Facebook や

YouTube などのソーシャルメディアを活用した発信を積極的に実施しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「なごや認知症の人おでかけあんしん保険事業」事務局の運営では、10 月

の事業開始にあたり、市内関係機関、各種団体向けに周知を行ったほか、

大手スーパー・コンビニエンスストア等でもポスターによる PR を実施し、

加入者数は 1,100 件超となりました。 

 

 

 

認知症相談支援センタ

ーのYouTube専用チャ

ンネル 
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○「生活困窮者自立支援事業」については、名駅と金山の 2 か所において、

プロポーザルでの提案に基づき事業を進め、生活困窮者支援を通じた地域

づくりの理念の具現化を目指すため、地域住民や関係機関等と連携を行う

ためのネットワークづくりを進めるとともに、アウトリーチ型の相談支援

の充実を図りました。また、新型コロナの影響で収入が減った方への対策

として、「住居確保給付金」の対象が広げられたことにより、相談件数が

6,900 件（昨年度 230 件）で当初の見込みに比べ大幅に増加しました。

そのため、相談者へのきめ細かな対応ができず、継続的な支援につながら

なかったケースが発生しました。 

 

○「生活福祉資金緊急小口資金等特例貸付」については、申請の受付期間が

令和 3 年８月末まで延長されており、受付開始から３月末現在での区社協

における申請受理件数は、緊急小口資金は 27,225 件（4,943,307 千円）、

総合支援資金は 15,253 件（6,956,960 千円）となっています。 

こうした市内における膨大な相談・申請受付等業務に対応するため、各区

社協に人材派遣職員の配置（3 月末時点で 39 名）や市社協職員による応援

派遣を実施するとともに、市社協に臨時事務センターを設置し、迅速な手続

きを行うよう努めました。 

 

○「なごやか地域福祉２０２０」（第３期名古屋市地域福祉計画・第６次名古

屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画）については、懇談会委員はじめ関

係機関・団体等へ計画の本冊子及び概要版を配布し周知しました。 

地域福祉に関する懇談会及び推進幹事会、ワーキングついては、新型コロ

ナ感染拡大防止の観点から、書面により開催しました。 

 

○「地域共生社会実現のための支援体制検討調査業務」については、南区社 

会福祉協議会において調査業務を実施し、業務開始から 3 月末までに 71

件の複合的な課題を抱える世帯等の把握や支援を行いました。  

また、市・区役所、市・区社協及び区内の相談支援機関等を交えた区内連

絡会を開催し、実施状況の共有等を行ったほか、市内の相談支援機関や行政、 

社協等の職員を対象に、「包括的相談支援体制構築に向けた研修会」を開催

しました。 

 

○「住まいの確保が困難な高齢者や障がい者等への支援」については、居住

支援法人として、住まいに関する相談に応じ、セーフティネット住宅等賃

貸住宅や福祉制度・生活支援サービスに関する情報提供、仲介事業者への

同行や契約時の立会いなどを行いました。 

また、「名古屋市居住支援コーディネートモデル事業」については、公募

型プロポーザルに公益社団法人愛知共同住宅協会とのコンソーシアムで応

募した結果、契約候補者としての選定を受け、令和 2 年 12 月から事業を

開始しました。 
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○「在宅福祉事業」では、「第 5 次在宅福祉事業プラン」（平成３０年度～令

和５年度）の 3 年目にあたり、引き続き計画事項の着実な実施、進捗管理

を行いました。また、残りの期間について目標設定や実施項目の見直しを

行いました。 

  特に、人材の確保・定着に関しては、職員処遇の一部見直しを行うとと

もに、新たなキャリアアップの仕組みづくりにつながる新職種の検討を行

いました。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年で 

３０周年の節目となった「なごやかヘルプ事業」の記念行事については、次

年度に延期することとなりました。 

 

○「社会福祉研修センター」では、名古屋市から受託している「名古屋市高

齢・障害福祉職員研修」・「名古屋市介護職員等キャリアアップ研修」、独自

の研修である「認知症介護実践者研修」・「介護職員初任者研修」等を、感

染症対策を講じながらオンラインも含め実施しました。 

  また、上記の市受託研修については、今までの実績をプロポーザルでア

ピールし、引き続き令和３年度も継続受託することとなりました。 

 

〇「成年後見あんしんセンター」では、中核機関として、名古屋市成年後見

制度利用促進計画にある権利擁護支援の地域連携ネットワークの仕組みづ

くりに取り組み、区チーム会議に２０事案計２９回参加しました。 

   また、市民後見人については、令和２年度末時点で受任者が延べ５９名と

なりました。さらに、オンライン等も活用し、３３件計３，２３１名の方に

講座を行うなど、成年後見制度や市民後見人の理解・活動促進に取り組みま

した。 

 

○死後に不安を抱える身寄りのない高齢者等が、安心して生活を送ることが

できるよう、死後事務及び見守り・安否確認等を行う「なごやかエンディ

ングサポート事業」を開始しました。 

 

○「名古屋市障害者雇用支援センター」の障害者就労支援センター事業では、

新規登録者１１９名、新規就職者５６名となりました。 

就労移行支援事業では、新型コロナウイルスの影響により一時的に利用者

数の減少がありましたが、月毎の延べ利用者数は３３２名となりました。 

また、就労定着支援事業では、月平均利用者３９．９名、就職後定着率 

９６．９％で昨年度を上回る実績となり、一人でも多くの障害者が一般就職

をして仕事を長く続けられる環境づくりに取り組みました。 
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〇「福祉基金事業」では、「令和 2～6 年度の福祉基金事業運営にかかる基本

方針」を踏まえ、事業の重点化と持続可能な基金運営に取り組み、「子育て・

障害者サロンへの運営費助成」、「地域支えあい事業」における高齢者以外

の活動にボランティアポイントを付与する「地域支えあい事業強化事業」

などを実施したほか、新たに「生活困窮者食糧支援推進事業実施要領」を

定め、本会と協働して個人向け食糧支援を実施するフードバンク団体に対

して事業助成を行いました。 

 

②【指定管理施設・公募事業への対応】 

 

〇「高齢者虐待相談センター」及び「障害者虐待相談センター」では、虐待

に関する専門相談機関として、相談助言を行うとともに、市内の相談受理

機関などの職員を対象とした研修を実施したほか、普及、啓発を通じて虐

待防止法の理解促進を図りました。 

 

○「障害者差別相談センター」では、関係機関と連携した調整を行い、障害者 

差別に関する相談事案の解決を図りました。 

  また、タクシーと車いすユーザーとの間で起こる乗車トラブルなどの障

害を理由とした不当な差別的取扱いの問題について、障害者当事者団体と

名古屋タクシー協会との意見交換の場を設け、乗車の際のトラブルを避け

るため、「名古屋市版トヨタＪＰＮタクシー車いす乗車ガイド」を作成しま

した。 

 

○「鯱城学園」は、新型コロナの重症化リスクが高い高齢者向けの指定管理

施設であるため、所管課の指示により、令和２年度当初より休校措置が取

られました。その後も都度、授業再開の可能性を模索しましたが、感染拡

大状況の改善が見込めず、当該年度を通じて休校となりました。 

  そのため、令和 2 年度入学予定者は、そのまま令和３年度に据え置き、

各専攻の定員に満たない人数のみを改めて募集して、令和３年度の再開を

目指すことになりました。 

 

○「とだがわこどもランド」では、新型コロナの影響により年度当初より事

業中止となりましたが、その間にも SNS などを活用し、イベントのオンラ

イン配信など情報発信に努めました。事業再開後も感染拡大防止策を講じ

ながら、多くの皆様に安心して遊んでいただくよう様々な企画・事業に取

り組みました。またホームページや広報紙「トコラ」のリニューアル、ノ

ベルティグッズの刷新など広報機能の強化を図り、より多くの利用者に満

足し喜んでもらえるよう取り組んでまいりました。 
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○本会が指定管理者として運営する「総合社会福祉会館」については、新型 

コロナ感染拡大防止の観点から昨年 5 月まで一時閉館としました。 

再開以降は、各フロアへの消毒液の設置や定期消毒の実施、感染予防の 

ための注意喚起などを徹底し、安全に利用していただけるよう運営に努め 

ました。また、全てのフロアに誘導用点字タイルを設置するとともに、各 

階トイレには音声案内を設置しました。 

 

○区社協等が指定管理者として運営する「福祉会館」及び「児童館」につい

ては、新型コロナ対応を優先するために、プロジェクトチームの設置を見

送り、具体的な進捗管理や課題分析については、次年度以降に持ち越しと

なりました。一方で、コロナ禍において各館が事業内容や実施方法を工夫

した事例を共有する機会を設定することで、さらなる事業の充実を図り、

市民に親しまれる館づくりに取り組みました。 
 

 

③【本会経営基盤の強化、他団体とのパートナーシップ・連携】 

 

〇引き続き、「会計監査人」による期末監査及び期中監査等の訪問監査を受け、

本会会計に関する報告等を適宜実施し、ガバナンスや財務規律の強化を図

りました。 

また、本会が運営する千種区西部いきいき支援センター、瑞穂区介護保険

事業所への事業所監査を受けるなど、「内部統制評価」を実施し、財務会計

に関する事務処理体制の向上に努めました。 

 

○「第３次経営戦略計画」については、計画の推進及び進行管理・評価の体

制として、「経営戦略計画推進チーム」及び「経営戦略計画評価チーム」を

設置するとともに、年間の PDCA サイクルを確立しました。 

その上で、本計画への新型コロナの影響について、各チームで協議した結

果、各戦略や体系、実施項目の見直しは必要ないことを確認しました。その

一方で、これまでの手法だけでは実施が難しい、三密や会食を伴う事業につ

いては、そのあり方を検討する場を設置する必要性を共有しました。 

 

○地域共生社会の実現において多様な主体の関わりが求められるなか、「企業 

との連携・協働促進事業の運営方針」に基づいて、名古屋市（スポーツ市 

民局地域振興課）が主催する「ナゴヤをつなげる３０人」に参画し、地域 

コミュニティをスポーツの力で活性化するプロジェクトの企画者として、 

企業等との関係を深めました。 

また、福祉分野での社会貢献活動を企図する企業に対して、福祉団体をつ

なぐプラットホームの機能を発揮しました。なお、ボッチャ推進プロジェク

トについては、参加者の安全性を考慮して、年間を通じて実施を休止しまし

た。 
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○「広報戦略計画」については、第１次広報戦略計画を引き継ぐ形で、上半

期において、「本会の存在意義やその価値を、職員一人ひとりが誇りをもっ

て市民や関係団体等に伝えることができる組織となること」を目指す第２

次広報戦略計画（令和２年度～６年度）を策定しました。 

下半期からは、この計画に基づいて、本会の設立７０周年記念事業の企画

や職員意識の定点調査用のアンケートを作成して実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇「働き方改革」に向けては、労働時間の適正な把握と長時間労働への対策

等を目的に、就業管理システムを一部所属で先行導入し法人全体での稼働

に向けた準備を進めました。また、雇用形態にかかわらない公正な待遇の

確保に向けて、臨時職員・パート職員における勤務の免除の適用事由の拡

大や臨時休暇（夏期休暇）の付与日数の拡充を行いました。 

 

〇「人材の確保・育成」に関しては、「人材確保・育成方針」に基づいて採用

に向けた広報活動の充実や研修のオンライン化を推進しました。 

 

○新型コロナ感染拡大防止のため、執務環境の分散化やオンライン形式を活

用した事務事業の運営方法の変更に取り組み、「新しい生活様式」に即した

組織運営が可能となるよう改善に取り組みました。さらに事業継続のため

の「事業継続計画（感染症対策編ＢＣＰ）」を策定するとともに、「時差勤

務」や「在宅勤務」の導入、勤務の免除や休暇制度の臨時的な拡充により、

感染リスクの軽減策に取り組みました。 

 

○経営基盤の強化を図るため、「会員」については新規に開設された社会福祉

施設等を中心に入会の働きかけを行うとともに、賛助会員（市社協サポー

ター）についても本会ホームページにおいて募集を強化に取り組みました。 

  また、「税額控除対象団体」として認定されたことに伴い、寄付・遺贈の

際の寄付金の税額控除制度の活用について積極的に PR を行うなど自主財

源の確保に取り組みました。 
 

 

リニューアルした本会ホー

ムページのトップページ 
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主な活動及び事業  

 

１ 区社協の運営支援 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

区社協の活動・基盤の充実、強化  区社協の運営支援・基盤強化のため、運営経費等の

助成、各種情報の提供その他の支援を行うとともに、

改正社会福祉法への適切な対応についても支援を行

う。 

 

・区社協への職員派遣 

・活動費の助成 

・情報提供、連絡調整 

・人材確保や育成及び関係機関と

の調整 

・区社協への運営経費等の助成、 

 各種情報の提供、連絡調整 

区社協会長研修 先駆的な社協活動や地域福祉活動等の状況を学び、今

後の区社協活動推進上の参考とするため、区社協会長

等を対象とした正副会長福祉セミナー（講義型）を開

催する。 

・年１回 ・区社協正・副会長セミナーの実施

年1回（1／２０） 

講師：多文化ソーシャルワーカー 

神田 すみれ 氏 

※地域福祉部会委員会と併せて、 

動画視聴及び書面により実施 

区社協事務局長会議はじめ各担当次長会、

各担当者会の開催 

区社協事務局長を対象とした会議や各担当次長会・担

当者会を開催し、必要な事項の伝達のほか、社協を取

り巻く課題や市等の動きについて共有を図るととも

に、その対応方法等について協議する。 

・区社協事務局長会議 年11回 

・各担当次長会・担当者会 適宜 

・次長級課題検討会の実施（1回、

10/7） 

区社協第 4 次地域福祉活動計画の推進支

援 

 各区社協における第 4 次地域福祉活動計画の推進

（進捗管理）の支援を行うことで、各区における計画

的な地域福祉の推進を図る。 

・区社協地域福祉担当次長会 年

2回 

・進捗状況の確認 通年 

・課題集約 適宜 

＊太字は新規・臨時事項 
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２ 地域福祉活動の推進 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

「なごやか地域福祉2020」（第3期名古

屋市地域福祉計画・第6次名古屋市社会福

祉協議会地域福祉推進計画）の推進 

計画期間の初年度にあたるため「推進ワーキンググ

ループ」や「推進幹事会」のほか、多様な主体による

「地域福祉に関する懇談会」を設置・開催し、進捗状

況を確認する。 

また、計画の策定状況を幅広く市民に伝えるため「な

ごやか地域福祉ニュース」を発行するとともに、「つな

がり・支えあおう 地域福祉のすゝめ」の分科会を開

催する。 

また、昨年度から実施している本市における「地域共

生社会実現のための包括的な相談支援体制構築に向け

た調査業務」によって得られた内容を整理し、関係機

関を対象としたフォーラムを開催するとともに、令和

3年度からの実施に向けて名古屋市と検討を行う。 

・ワーキンググループの開催 

（年3回） 

・推進幹事会の開催（年1回） 

・懇談会（年1回） 

・なごやか地域福祉ニュースの発

行（年５回） 

・包括的な相談支援体制構築に向

けたフォーラムの開催（１回） 

・ワーキンググループの開催 

（書面、1回） 

・懇談会（書面、1回） 

・なごやか地域福祉ニュースの発行

（２回） 

地域支えあい事業【委託】 地域包括ケアシステム構築の一環として、住民相談窓

口の設置と地域住民によるコーディネーターの配置や

ボランティアの養成を行い、地域住民が抱えているち

ょっとした困りごとを住民相互で助け合うための仕組

みづくりを推進する。 

・16区108学区を目標とした

計画的な実施学区拡大 

新規実施学区が1学区増え、94学

区にて実施 

「つながり・支えあおう 地域福祉のすゝ

め」の開催 

地域福祉推進協議会ほか、ボランティア・ＮＰＯ団体、

企業等多様な主体が取り組む地域福祉活動の活性化と

地域の福祉力向上を図ることを目的に、地域福祉のセ

ミナーとして「つながり支えあおう 地域福祉のすゝ

め」を開催する。 

・年1回開催650名の参加 新型コロナ感染拡大の影響により

中止 

※代替として、地域支えあい事業及

びふれあい・いきいきサロン事業の

コロナ禍における取り組み事例を

集約し本会ホームページにて紹介 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

地域福祉推進協議会事業の推進【基金】  

 推進協への助成  住民が主体となって設置する「地域福祉推進協議会」

が実施する事業を支援するための助成を行うととも

に、「つながり応援事業」の円滑な事業開始に向けた支

援等を行う。 

・全266小学校区に設置・助成 

・「つながり応援事業」の助成 ９

５学区 

・全266小学校区に設置 

※新型コロナ感染拡大を受け、感染 

防止対策費の執行を可とした。

13区43学区から 

3,551,652円（7.4％）の返還 

・つながり応援事業の助成88学区 

※新型コロナ感染拡大を受け、感染

防止対策費の執行を可とした。 

5区10学区から 

187,621円（5.3％）の返還 

地域支えあい事業強化事業の実施 地域支えあい事業に関連する活動のうち、障害者や子

育て支援の活動に対するボランティアポイントの付与

を行い、推進協等の全対象型の地域福祉活動を活性化

する契機とする。 

・地域支えあい事業実施学区にお

ける活動に対するボランティア

ポイントの付与 

・地域支えあい事業を実施する学区

において実施 

・１５区７７学区へ、81,529 

ポイントを付与。 

地域支えあい活動フォーラムの開催 

【基金】 

市内の地域福祉活動実践者や地域福祉活動に興味のあ

る方に対して、市内の先駆的事例等を紹介する等の講

演等を開催することにより、地域福祉活動への意欲向

上を図る。 

・年１回開催２５０名の参加 新型コロナ感染拡大の影響により

中止 

※代替として、地域支えあい事業の

コロナ禍における取り組み事例を

集約し本会ホームページにて紹介 

ふれあい・いきいきサロン推進事業の実施  

 ふれあい・いきいきサロン開設助成

【基金】 

地域住民の孤立防止や見守り・助けあいの機運を高め

るため、新たに開設される「ふれあい・いきいきサロ

ン」に対して、必要物品購入経費の一部を助成する。 

・区社協における開設相談・支援

の促進 

・年間 ６０件助成 

・年間18件助成 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 子育て・障害者サロンへの運営助成

【基金】 

子育て・障害者サロンの運営費助成を行い、高齢者等

サロンの整備等推進とともに市内全般のサロンの活性

化を図る。 

・【月２回以上、５人以上】年間 

３５件助成 

・【月４回以上、５人以上】年間 

２５件助成 

【月２回以上、５人以上】 

上半期・下半期通じて、４４件助成 

【月４回以上、５人以上】 

上半期・下半期通じて、３３件助成 

多様なふれあい・いきいきサロンづく

りの推進 

ふれあい・いきいきサロンの推進のため、各区でのサ

ロンの設置状況を把握・分析するとともに、サロン推

進セミナーを開催する。 

・サロン推進セミナーの開催（年

１回） 

新型コロナ感染拡大の影響により

中止 

※代替として、ふれあい・いきいき

サロン事業のコロナ禍における取

り組み事例を集約し本会ホームペ

ージにて紹介 

高齢者サロンの整備等生活支援推進事業

の実施【委託】 

各区の生活支援に関する協議体において、担い手の

養成や資源開発などの具体的な取り組みが実施される

よう支援し、多様な担い手による重層的な生活支援活

動の展開を図る。また、高齢者等サロンの開設助成や

運営助成を行うとともに、サロン活動の充実に向けた

支援を行う。 

 

・高齢者等サロンの設置・把握数 

1,４９９箇所 

・各区生活支援連絡会（又は生活

支援部 

会）の設置・運営（年2回以上） 

・高齢者等サロンの設置・把握数 

1,480箇所 

・各区生活支援連絡会 延べ４５回 

子ども食堂推進事業 子どもの孤食を防止し、子どもが安心して食事ができ

る機会を提供することを通じて、子どもの健やかな育

ちを支援する環境づくりを推進するとともに、子ども

食堂実践者同士のネットワークづくりや区社協の「サ

ロン何でも相談所」を通じた「子ども食堂」の円滑な

運営のための活動支援を行う。 

・子ども食堂開設助成金 ２０件 

・子ども食堂の啓発等を目的とし

たシン 

ポジウム等の開催（年1回） 

・情報交換会の開催（年1回） 

・年間２件助成 

・子ども食堂連絡会年１回

（12/10・11（1５名参加）） 

・子ども食堂フォーラム 

（３/19、1１３名参加） 

※令和３年3月末時点で市内 

6４か所 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

ふれあい給食サービス事業の推進【基金】 ひとり暮らし高齢者等とボランティアが食事を介して

孤独感の緩和や安否確認等を目的に、地域団体等が実

施する「ふれあい給食サービス事業」に対してその経

費を助成するほか、関係機関と連携しながら食品衛生

指導を通じた食品衛生管理の徹底、参加者への交通安

全啓発等の情報提供を行うことにより、支援する。 

・現行23９学区の継続実施 

 

 

・２３９学区からの実施申請により 

助成金交付 

※新型コロナ感染拡大を受け、配食 

及び会食に代わる方法での実施 

を提案。15区156学区から 

7,486,649円（52.3％）返還 

 

・新型コロナ感染拡大の影響により

食品衛生、交通安全啓発について

は中止。 

ちいきふくしＮＥＷＳの発行 市・区社会福祉協議会等の取り組みを情報収集し、デ

スクネッツを活用してタイムリーに紹介する。 

・年１２回 ・区社協におけるデスクネッツの環 

境が整わなかったことなどによ 

り未実施（令和３年度稼働予定）。 

地域の支え手応援事業【基金】  

 人材養成に関する取組み 地域の助け合い・支えあい活動に興味のある未活動者

から既活動者まで参加できるような講座を実施し、受

講生を地域の社会資源として把握し、区社協や地域活

動へつなげる。 

・講座 20名参加 「ポストコロナ社会で私たちがで

きることを考える講座」として実施 

・講座 49名参加 

活動応援に関する取組み 「人材養成に関する取組み」の講座受講生や団体等

が取り組む地域の助け合い・支えあい活動に対して、

助成金を交付して活動の支援を行う。 

また、地域の助け合い・支え合い活動に取り組む講座

受講生や団体等に対して、個別相談や共同学習・情報

交換の場づくり等を実施することで、安定した活動を

行えるように、地域をフィールドとした草の根福祉活

動の支援を行う。 

・助成事業  ５事業以上の応募 

・個別相談（年３件） 

・進捗状況把握（年2回） 

・学習会・交流会等（年２回） 

・助成事業    ７事業 

・個別相談    年０件 

・進捗状況把握  年２回 

・学習会･交流会等（成果報告会） 

 年1回 

学習会は、コロナ禍のため単独で実

施せず、市ボラ連の企画と合わせて

企画したが、緊急事態宣言発出のた

め中止。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

地域の子ども応援事業【基金】 次代を担う子どもたちが地域において他者との交流

などを通じて主体性や社会性などを身につけることが

できる事業及び子ども・子育てを支える人づくり事業

対して助成を行う。 

(1)子どもの主体的な活動応援事業 

(2)中学生・高校生の居場所づくり事業 

(3)地域で子ども・子育てを支える人づくり事業 

 

・(1)子どもの主体的な活動応援

事業 

６事業以上の応募 

・(2)中学生・高校生の居場所づ

くり事業 

  新規４事業以上の応募 

 継続４事業以上の応募 

・(3)地域で子ども・子育てを支

える人づくり事業 

６事業以上の応募 

・成果報告会（年１回） 

・子どもの主体的な活動応援

事業 

４団体応募（4団体決定 

（1団体辞退）） 

・中高生の居場所づくり事業 

【新規】２団体応募（２団体

決定） 

【継続】２団体応募（２団体

決定） 

・子育て支援の新たな担い手

養成事業 

6団体応募（4団体決定） 

・成果報告会（10/３1、11

名参加） 

※地域福祉リーディング 

モデル事業と合同開催 

コミュニティワーカー（学区担当）による

計画的地域支援の推進 

各事業の連絡会や研修会等を通じて、コミュニティワ

ークに関する情報交換や実践手法等を共有するととも

に、重点支援学区を設定することで計画的な学区支援

を行い、推進協活動の活性化を図る。 

・コミュニティワーカー学区担当

制にお 

ける重点支援学区設定 各区２

学区以上 

・新型コロナ感染拡大の影響により 

重点支援学区の選定を中止。 

・コミュニティワーカー連絡会（オ 

ンライン）の開催：コロナ禍にお 

ける学区の取り組み事例及びコ 

ミュニティワーカーの動きにつ 

いて情報・意見交換（10/14、 

10/15） 

・地域福祉関係事業連絡会：コロナ 

禍におけるふれあい給食サービ 

スの推進方法について情報・意見 

交換（11/18） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

コミュニティワークを習得する研修の実

施、ツールの普及・活用 

本会が作成した「社協職員実践読本」を活用し、コ

ミュニティワーカーとして必要な知識や技術を習得す

るとともに、コミュニティソーシャルワークの展開方

法等を理解し、職員の経験年数に応じ段階的に個と地

域の一体的な支援を意識した実践を行うための研修を

実施する。 

・年３回開催 ・コミュニティワーカー研修【基礎 

編】（オンライン）の開催（2/10） 

・【応用編】は包括的な相談支援体

制構築に向けた研修会と併催

（11/11） 

※新型コロナ感染拡大の影響によ 

りコミュニティワーカー研修【実 

践編】は中止 

福祉ネットワークセミナー 社会福祉施設と地域、社会福祉協議会の連携をめざ

し、施設の社会貢献、地域貢献への意識向上を図るた

め「福祉ネットワークセミナー」を開催する 

・年１回 ・年1回（11/30／オンライン） 

・68名参加 

・参加者満足度63％ 

（第2回経営者・施設長セミナーと

併催） 

なごや・よりどころサポート事業 市内の社会福祉法人が協働して社会貢献活動にとり

くみ、地域住民の抱える困難な福祉課題の解決にむけ

た事業を実施する。 

＜支援事業＞ 

（１） 居場所・サロンづくり事業 

（２） 若者よりそいサポート事業 

（３） 就労支援事業 

＜事業の活性化に向けた取り組み＞ 

 （１）参加法人・施設間の交流の場の提供 

 （２）新規事業の検討 

 （３）広報委員活動（よりどころ通信発行、ホーム

ページ作成他） 

・社会貢献推進委員会（年３回） 

・参加法人（78法人 全法人の

3割） 

・拠出金･寄付金目標金額

（1,500万円） 

・就学支援（20名） 

・緊急時支援（５名） 

・中間的就労支援（６名） 

・一般就労支援（6名） 

・就労体験支援（35名） 

・サロン相互交流見学(仮)（年１回） 

・就労支援情報交換会(仮)（年1回） 

・新規事業プロジェクト会議 

（年５回程度） 

・広報委員会（年３回程度） 

・よりどころ通信発行 年３回 

・ホームページ作成 

・社会貢献推進委員会 年２回 

 （12/1書面、2/17オンライン） 

・参加法人 72法人 

・拠出金・寄付金額 

  1,182万7,250円 

・就学支援 20名 

・緊急時支援 14名（15件） 

・中間的就労支援 0名 

・一般就労支援 6名（9件） 

・就労体験支援 0名 

・よりどころ通信発行 年2回 

 （8月、12月） 

・ホームページ開設（3月） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

居住支援活動  

 居住支援法人活動の実施 住宅確保要配慮者等に対して、民間住宅等に関する情

報や福祉制度・生活支援サービス等に関する情報を総

合的に提供するとともに、入居中の生活相談や、福祉

制度・生活支援サービス等の利用に関する相談等に応

じる。 

- 

・新規相談件数 19件 

居住支援コーディネートモデル事業

の運営 

居住支援コーディネーターを配置し、入居トラブル

等を抱えたセーフティネット住宅等の大家等への支援

や住宅確保要配慮者への入居等の支援を通じて、関係

者による居住支援活動のネットワークづくりを進め

る。  

- 

・新規相談件数 190件 

・緊急連絡先確保事業 2件 

・居住支援セミナーの開催（2月） 

 

 

３ ボランティア・市民活動の振興 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

ボランティアセンター運営事業 福祉分野を中心とするボランティア市民活動振興の

ため、下記の事業を行う。 

(1)ボランティア相談への対応、ニーズ調整 

(2)連絡調整 

(3)ボランティア活動に関する調査、研究及び提言 

(4)活動室、資器材の提供・貸出 

(5)ボランティア活動保険等の受付・加入促進 

(6)ボランティア顕彰、民間助成金等の周知・推薦 

・区社協のボランティアコーディ

ネートの現状を把握し、ボランテ

ィアコーディネートに対する市

民の満足度をより高め、ボランテ

ィア活動を振興する。 

 

・ボランティアコーディネーター連

絡会や研修会で区社協の現状を

把握し、支援。 

・登録ボラ団体向けに「コロナ禍に

おけるボラ活動の実態調査」を行

うとともに、区社協向けに「ボラ

セン運営アンケート」を実施。 

その結果をふまえて、「おう

ち・ご近所でできるボラ活動プロ

グラム」を作成するなど、コロナ

禍でもできるボラ活動をまとめ、

ボラ向け活動のポイントちらし

を作成するなど、ニーズに合わせ

た対応を実施。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

市・区社協ボランティアセンターの機能強

化 

 

 市・区社協ボランティアセンターの機能強化を図る

ため、研修・情報提供を行う。 

(1)区社協ボランティアコーディネーター連絡会･研

修会の実施 

(2)市社協ボラセン通信の発行や ICT 等を活用した情

報交換 

・(1)ボランティアコーディネー

ター連絡会･研修会（年２回） 

・(2)市社協ボラセン通信 

（年６回） 

・ボランティアコーディネーター連

絡会･研修会（10/19、3/17） 

・市社協ボラセン通信は、新型コロ

ナ対応のため中止。 

・区社協向けにコロナ禍ボラセン運

営アンケートを実施。 

・区社協向け地域福祉推進部のホー 

ムページを作成し、区社協の取組

みを支援。 

ボランティア活動に関する学習・協議の場

づくり【基金】 

ボランティア活動者同士の学習・協議の場である「な

ごやボランティア楽集会」を開催委員会（名古屋市域

においてボランティア活動に取り組んできた実践者有

志による開催委員会）において企画検討し、開催する。 

 

・年１回・参加者100名 ・「なごやボランティア楽集会」 

『今や“他人(ひと)ごと”じゃな

い！「多文化共生」を考える』

（8/1） 

参加者 30名 

『今だから振り返ろう！これか

らの活動のために』（3/14） 

参加者 20名 

市民活動推進センターとの連携・協働 市民活動推進センターと連携・協働しながら、下記

の事業を共催で行う。 

(1)ボランティア入門講座の開催 

(2)ボランティア活動促進イベントの開催 

(3)市と連携したボランティア関係情報の共有と市民

への情報提供 

・(1)ボランティア入門講座（年

２回） 

・(2)ボランティア活動促進イベ

ント（年1回） 

  参加者数５00名 

・(3)市民への情報提供（年1回） 

・ボランティア入門講座の開催 

 1回目（11/21） 

 参加者 6名 

 2回目（2/27）は中止 

・コロナの影響により「ぼらマッ

チ！なごや」の開催中止。冊子『コ

ロナに負けない ボランティ

ア・市民活動の取り組み』を作成 

・コロナ禍における諸課題につい

て、市民活動推進センターを含め

たNPO等と協議する「NPOお

たがいさま会議」に毎週参加。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

ボランティア情報の収集・発信（提供）情報発信、意識啓発の充実  

 ボランティア登録管理システムの運

用 

ボランティア活動に関する効果的な情報発信のため及

び登録ボランティアの活動状況把握のための調査を実

施するとともに、「なごやボラねっと」の改修を行い、

ICT 等を活用して市・区社協等のボランティア情報発

信を充実させる。 

・登録ボランティア活動状況調査

の回収率６５％以上 

・「なごやボラねっと」の改修 

・登録ボランティア活動状況調査は 

新型コロナの影響により中止。 

・｢なごやボラねっと｣の改修によ

り、長年の課題であった個人登録

ボラへの情報提供や登録ボラ団

体や福祉施設から情報発信をで

きる仕組みを構築。 

ボランティア情報紙（ほっとはあとコ

ーナー）の発行等【基金】 

広報紙「ふれあい名古屋」内のほっとはあとコーナ

ーをボランティアグループ「ほっとはあとクラブ」と

ともに編集・発行し、登録ボランティア及び市内小中

学校に配布する。 

また、各区社協が広報誌等の発行にあわせ、福祉施設・

団体における随時のボランティア募集情報を収集し、

区別の「なごや福祉ボランティア募集情報」を発行し、

積極的な情報発信ができるような支援を行う。 

・ほっとはあとコーナーの発行

（年４回） 

・ほっとはあとクラブメンバー２

名増 

・区別「なごや福祉ボランティア

募集情報」の発行（年3回） 

・ほっとはあとコーナーの発行 

 年3回（4月、10月、1月） 

※７月号は休刊 

・なごや福祉ボランティア募集情報

の発行（12月） 

※年１回の発行に縮小 

・「福祉施設向けボランティア 

依頼・受入ポイント集」を作成 

家庭体験事業  児童養護施設、乳児院等に暮らしている児童を春・

夏・冬にボランティアの家庭に迎えてもらい、生活を

共にすることで、家庭における生活体験の機会を提供

する。 

・ボランティア募集及び面接、登

録、調整（年 2 回（夏期・冬

期）） 

・ボランティア・施設職員交流会

（年1回） 

・ボランティア調整（年2回（夏期・

冬期） 

市域ボランティアネットワーク組織に対

する活動支援 

市域で組織する各ボランティア団体ネットワーク組

織の活動の振興のため、各団体が実施する事業に対し

て助成を行うほか、運営支援を行う。 

[現在組織されているネットワーク組織] 

(1)名古屋市おもちゃ図書館連絡会 

(2)名古屋点訳ネットワーク 

(3)ガイドネットワークなごや 

(4)名古屋市ボランティア連絡協議会 

(5)名古屋市傾聴ボランティアの会 

・各ネットワーク組織に対する経

費助成及び事務局として会議へ

の参加、助言等を行う 

・全5ネットワーク組織に対する経 

費助成及び事務局として会議への

参加、助言等を実施。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

「おもちゃ図書館ともだち」の運営【基金】 乳幼児や障害のある子ども等がおもちゃ遊びを通じて

ふれあいを深めることをめざす市内の「おもちゃ図書

館」の中央館として「おもちゃ図書館ともだち」を運

営する。 

・利用者数を維持 

・ボランティア２名増 

 

・利用者数：657人（新規34人） 

・新型コロナの影響による定員縮小

のためボランティアの積極的な

募集は行わず。 

若者の社会貢献・ボランティア活動の促進 若者の地域福祉課題等への関心を高め、社会貢献・ボ

ランティア活動を促進し、地域での新たな担い手づく

りにつなげていくとともに、地域課題や社会貢献・ボ

ランティア活動への意識を醸成していく。 

・なごやか地域福祉・大学ラウン

ドテーブルの開催（年4回） 

・若者の興味・関心のあることを

通じて、「学び・気づき・出会い」

の場を創出する（年1回） 

・なごやか地域福祉・大学ラウンド

テーブル会議 年5回開催 

※大学ボッチャ交流会は中止 

市民活動への参加支援へ向けた取

り組みの実施 

市民活動に対する市民の意識調査を実施し、どのよう

な条件が整えば参加できるのかをつまびらかにすると

ともに、調査結果をもとにターゲット層やボランティ

ア登録者等の状況に合わせた情報提供や活動の提案、

支援の方法を工夫し、情報発信の充実や参加率の向上

につなげる。 

・プロジェクトチームを発足さ

せ、市民活動への参加支援に向け

て、市民向け意識調査の実施方法

などを協議する。 

・新型コロナの影響により、会議等

が開催できず協議が思うように進

まず。また、市と協議した結果、当

初予定していたプロジェクトチー

ムは作らず、計画ワーキングチーム

にて協議を行うこととした。 

Zoom 講座 コロナ禍においてもボランティア活動を継続するため

に、Zoomの使い方講座をボランティア活動者向けに

開催する。 

・講座の実施 

・Zoom の使い方解説動画の作

成 

・ゼロからはじめるZoom 体験講

座の開催（10/23） 

 参加者 29名 

・ゼロからはじめるZoom 体験講

座【本編】及び【補足版】動画を

作成し、本会 YouTube チャン

ネルへアップ。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

福祉学習の推進  

 福祉教育・福祉学習推進事業 地域での福祉学習の必要性や共生意識の醸成に対す

る理解促進のため、自身の体験・経験を参加者に伝え、

参加者が地域の課題などに気づき、自ら解決に取り組

むように働きかける福祉学習サポーターを養成すると

ともに、区社協の福祉教育担当者や福祉教育協力者等

が情報交換する場を設ける。 

また、多様な地域住民に対する福祉意識、共生意識を

高めるため、市民向け福祉学習の機会を創出する。（各

区において「なごや出張福祉学習」を実施する。） 

・福祉学習サポーター養成研修の

開催 

（年1回・養成人数３２名。27

年度からの養成合計207名） 

・福祉学習サポーターフォローア

ップ研修 

の開催（年１回） 

・福祉学習サポーター養成研修 

 年1回（12/23）養成人数12

名 ※27 年度からの養成合計

187名 

・福祉学習サポーターフォローアッ

プ研修は他都市の取組みについ

て、収録した動画を視聴する形式

で実施 

・「なごや出張福祉学習」の実施 

 70件  

・区社協向けに福祉教育実施状況ア

ンケートを実施し、区社協のニー

ズに対して取り組んだ。 

・区社協担当者向けに「コロナ禍に

おける福祉教育実施の考え方」を

作成。 

・「コロナ禍における新しい福祉教

育プログラム開発検討会」を６回開

催し、学校や地域等で実施するプロ

グラムを開発。 

 福祉読本「ともに生きる」の発行 学校や家庭における福祉の啓発教材を作成し、小学校

等へ配布する福祉読本「ともに生きる」を県社協・教

育委員会と共同で作成し、小学校５年生対象に作成・

配布する。 

・22,000部配布 

 

・22,000部配布 

・３年に１度の大改訂の年度であっ

たため、編集委員会に４回参加し

た。 

福祉学習資器材貸出事業 福祉体験学習を実施する学校や企業に対して、車い

す・点字器・アイマスク等の福祉教育資材を貸し出し

する。 

・各資器材の使用状況確認及び計

画的な更新 

・各資器材の使用状況及び計画的な

更新を行った 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

災害ボランティア活動の推進、被災者の支援  

 災害に備えたボランティア、市との協

働 

大規模災害発生時に設置される災害ボランティアセン

ター三者合同研修及び担当者研修会の実施のほか、「な

ごや災害ボランティア連絡会」に幹事として参画、名

古屋市災害ボランティアコーディネーター養成講座等

への協力その他各種訓練、研修会への参加などを実施

する。 

・災害ボランティアセンター三者

合同研 

修、担当者研修会（各年１回） 

・コロナ禍における災害ボラセンの

設置・運営について、「新型コロ

ナウイルス禍における設置・運営

の考え方」を作成。 

・災害ボランティアセンター三者合

同研修（1/30実施、午前130

人・午後97名参加） 

・災害ボランティア担当者研修会

（1/19実施、34名参加） 

「東日本大震災被災者支援ボランテ

ィアセンターなごや」の運営【委託】 

東日本大震災被災者支援ボランティアセンターなご

や」の運営を通し、被災地域におけるボランティア活

動希望者の相談・情報提供、市内に避難された被災者

の生活支援に関するニーズ把握とボランティア活動の

支援を行う。 

・登録者の現状把握を継続的に行

い、よりきめ細かい支援を展開

する。 

・お茶っこサロンなごや（年１～

２回） 

・愛知県被災者支援センターなどと

連携･情報共有をしながら、登録

者の現状把握・支援。被災者の状

況について支援レベル分けを実

施し、個別支援に注力。 

・お茶っこサロンなごやは、新型コ 

ロナ感染拡大防止のため中止。代

わりに「メッセージ交流企画」を

実施。 

大槌町復興応援企画の実施 大槌町社協と打ち合わせのうえ訪問。現地を視察し、

現地の方の話を聞く。 

名古屋市民に周知し、防災意識の高揚を図る（広報

紙・ホームページ掲載や展示企画など検討）。 

・企画実施（年1回） ・現地へ訪問予定をしていたが新型

コロナ感染拡大防止のため見合わ

せ。 
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４ 介護保険事業等の取り組み（第５次在宅福祉事業プランより抜粋） 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

第５次在宅福祉事業プランの中間見直し 令和３年度制度改正の動向も見据えながら令和３年度

から令和５年度にかけての後半３カ年に向けて中間見

直しを実施する。また、各実施項目についても取り組

みの検証を実施し、３カ年の年度計画を策定する。 

・後半の３カ年計画（令和３～５

年度）の策定 

・第5次在宅福祉事業プラン見直し

検討チーム会議にて見直し案を

検討（11・12月） 

・進捗管理会議にて見直し案を承認

（1月） 

なごやかヘルプ事業３０周年記念行事の

実施 

「なごやかヘルプ事業」30周年記念行事を実施する。 

【令和２年11月15日（日）名古屋東急ホテル】 

また、職員のモチベーションを高める取り組みとして

記念行事において職員表彰を実施する。 

・記念行事の実施 ・新型コロナ感染拡大防止のため、

次年度に延期 

定量的目標の明確化 引き続き、各区事業所において「目標管理シート」を

作成して定量的目標の見える化と目標達成に向けたＰ

ＤＣＡサイクルの確立に努める。 

・「目標管理シート」による、定量的

目標達成に向けた取組に進捗管理 

（訪問目標件数）3,540件 

（居宅目標件数）4,398件 

※いずれも令和３年3月実績 

・「目標管理シート」で各区事業所

において行動計画を策定し、目標

達成に向けた取り組みを実施 

・令和3年3月実績 

 （訪問実績件数）2,670件 

（居宅実績件数）3,749件 

生活を支えるサービスの拡充 令和元年10月に実施した「生活応援サービス」の拡

充について、引き続き実施する。 

・「新生活応援サービス」20件 ・令和3年3月実績：８件 

医療などと連携したサービスの提供 「医療・介護の連携」の強化の観点から、医療職、看

護職、リハビリ職との有機的なネットワークの構築を

進める。 

・「ターミナルケアマネジメント

加算」、「生活機能向上連携加算」

のいずれかを全区で取得 

・「目標管理シート」にて各区事業

所にて取り組みを計画・実践 

・「ターミナルケアマネジメント加

算」4区5件取得 

・「生活機能向上連携加算」3区 

3件取得 

職員の安定的な確保 介護職員初任者研修のあり方の検討などを行い、在

宅福祉事業のサービスの担い手の安定的な確保を進め

るとともに、外部環境の変化に対応した見直しを実施

する。また、昨年度に実施した職員の処遇見直し検討

の結果に基づき、令和2年4月から人材の安定的確保

に資するよう、給与の一部見直しを実施する。 

・パートヘルパー（常駐型）採用

15名 

・令和2年4月より職員の給与一

部見直しを実施 

・令和3年3月パートヘルパー 

（常駐型）数：10名 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

職員の活躍できる職場づくり 新たに策定した在宅福祉事業職員の「キャリアパスモ

デル」に沿った形でのスキルアップ、部門間連携の意

識の醸成、OJTに推進といった研修体制の強化、また、

職員のモチベーションを高めるなど、働きがいのある

職場づくりに努める。 

・在宅福祉事業職員「キャリアパ

スモデル」に基づいた研修の実

施 

・管理者（ミドル・サブマネ）向け研修   1回 

・主任向け研修      ２回 

・プリセプター研修    3回 

・訪問職員向け研修    23回 

・居宅職員向け研修    4回 

・通所職員向け研修    2回 

 

５ いきいき支援センター運営事業等の実施【委託】 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

いきいき支援センター運営事業  

 いきいき支援センター運営事業 市内１８か所のいきいき支援センター及び13か所の

分室について引き続き受託・運営する。高齢者の総合

的な相談窓口機能の発揮、認知症地域支援体制づくり、

地域ケア会議の開催等の事業実施を通じて名古屋市の

地域包括ケアシステム構築・推進の中心的役割を担う

ため、センターごとに作成した地域包括ケア推進プラ

ンに基づく計画的な事業展開の支援を行う。なお、地

域包括ケア推進プランは３か年の最終年度となるた

め、今年度中に見直しを行う。 

・会議 センター長会（年3回） 

    センター長連絡会（年8

回） 

・研修 センター長（年2回） 

職種別、階層別（チームリーダ 

ー・中堅）（各年1回） 

新規採用職員（随時） 

新規採用専門職員フォローア 

ップ（年２回） 

【会議】 

・センター長会 

年３回（6/19、12/24、3/11） 

・センター長連絡会 

年１回（10/13） 

【研修】 

 新規採用者研修 

年2回（7/17、11/4） 

同フォローアップ研修 

年1回（2/22） 

 

認知症地域支援体制づくり推進事業 認知症地域支援推進員・認知症初期集中支援チームを

センターに配置し、認知症の早期診断・早期対応に向

けた支援体制の構築、医療と介護の連携強化及び地域

における支援体制の構築を図る。 

・認知症初期集中支援チームの支

援対象者数 1センター平均20

名 

・1センター平均19名 

（前年比6名減） 

 

介護予防支援事業及び第 1 号介護予

防支援事業 

要支援者・事業対象者に対して指定介護予防支援事業

及び第1号介護予防支援事業を行う。 

・各センター利用者満足度調査 

利用結果満足度90％以上 

・各センター利用者満足度調査 

 利用結果満足度99.3％ 

（大いに満足・満足の割合） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 いきいき支援センター事務局 他法人を含む市内全２９センターの事務局に関する事

業を受託し、円滑な事業実施及びサービス向上のため、

連絡会の開催、職員及びいきいき相談室向け研修の企

画・実施、その他の調整事務を行う。 

・連絡会 月１回 

・いきいき支援センター職員向け

研修 年３回 

・いきいき相談室向け研修  

年2回 

・連絡会 

年９回（4・5・8月休会） 

・職員向け研修 

年1回（8/28） 

・いきいき相談室向け研修  

年2回（8月・2月） 

高齢者の見守り支援事業  

 各いきいき支援センターにおける事

業推進 

社協が受託するいきいき支援センター１８センターに

配置する見守り支援員（及びスタッフ）の連絡会の開

催、活動報告集の作成、学び合い実習等を実施する。 

・見守り支援員等連絡会（年２回） 

・活動報告集の作成（年1回） 

・学び合い実習（6～11月） 

・見守り支援員連絡会 

年1回（12/1７） 

・活動報告集（令和元年度）の作成 

 見守り支援員研修・電話ボランティア

研修の実施 

 

 

 

各いきいき支援センターに配置する見守り支援員及び

電話ボランティアの養成、円滑な事業実施、質の向上

のための研修を実施する。 

・支援員研修（年４回） 

・電話ボランティア養成研修 

（年２回） 

・電話ボラ・フォローアップ研修

（年２回） 

・支援員研修 

年2回（6/25、2/18） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

名古屋市認知症相談支援センター運営事業  

名古屋市認知症相談支援センター運営事

業 

認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続できる

よう、市域におけるネットワーク体制の構築や各区に

配置される認知症地域支援推進員等に対する支援、認

知症コールセンターの運営、若年性認知症者に関する

支援、認知症カフェの開設・運営支援、認知症サポー

ターの活動支援の企画・立案、認知症初期集中支援チ

ーム員の活動支援、本人ミーティング、賠償責任保険

加入事務局の運営等を行い、市の認知症に関する中核

機関としての役割を担う。 

・地域のネットワークの構築 

認知症セミナー1回 

有識者会議への参加 

・地域支援推進員等の活動支援 

会議４回、研修会２回 

・初期集中支援チーム員の活動支

援 

 会議2回、研修会2回 

・認知症コールセンターの運営 

相談件数 元年度比10％増 

・若年認知症相談支援事業 

本人家族交流会11回  

相談担当職員研修１回、講演会

１回 

ネットワーク会議2回 

・認知症カフェの新規開設 30

件 

・本人ミーティングの開催 2回 

・賠償責任保険加入事務局の運営 

 １0月～ 

・広報啓発認知症のしおり発行 

認知症情報誌 WITH 年２回 

など 

・地域のネットワーク構築（認知症

オンラインセミナー1回、有識者

会議１回(書面開催)） 

・地域支援推進員活動支援（会議１

回、研修2回） 

・初期集中支援チーム員の活動支援

（会議1回、研修2回、チーム

員会議等参加１５回） 

・認知症コールセンターの運営 

 延相談件数９３０件 

 電話相談員研修７回 

・若年性認知症相談支援事業（本人

家族交流会３回、相談担当職員研

修１回、オンライン講演会１回） 

 ネットワーク会議１回 

・認知症カフェの設置数 

 ２１７件（うち新規開設７件、開

設助成３件、運営助成３７件、新

型コロナ等対策費用助成９０件） 

・本人ミーティングの開催（４回） 

・保険事業加入者数１，１１８件 

・広報啓発（認知症のしおり、認知

症情報紙WITH年2回、にんちし

ょうNEWS年1回、メールマガジ

ン12回、Facebook投稿40件、

YouTube公開配信10件） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター名駅・金山の運営（生活困窮者自立支援事業）  

 自立相談支援事業 常設の相談窓口を開設し、生活困窮者に対して広く

相談を行うとともに、生活困窮者が抱えている課題を

多面的に把握し、その者が置かれている状況や本人の

意思を十分に確認した上で、対象者ごとに適切な支援

計画を策定する。 

 なお、自ら相談に訪れることが困難な生活困窮者に

も対応するため、関係機関、地域住民等との連携の推

進、訪問支援等のアウトリーチを行う。 

・新規相談件数月220件 

・うち新規来所面接相談件数月１

００件 

・新規訪問面談件数月20件 

・プラン策定者数 新規面接相談

者の２割 

 

・新規相談平均件数 月1,073件 

・新規来所面談相談平均件数 

 月200件 

・新規訪問面談平均件数 月9件 

・プラン作成平均件数 月 25 件

（新規面談者の約１１％） 

・支援実施者実数 4,993名  

・住居確保給付金 

  相談 6,900件 

受理 1,994件  

就労準備支援事業 直ちに一般就労に就くことが困難な生活困窮者に対

して、プランに基づき、本人の状況に応じて段階的か

つ一貫した以下の支援を行う。 

 ①生活自立支援訓練：定時に起床・出勤する習慣付

けや挨拶・言葉遣いなどの訓練 

 ②社会自立支援訓練：ボランティア活動参加などに

よる社会参加能力を高める訓練 

 ③就労自立支援訓練：就労体験、面接の方法や履歴

書の書き方などの訓練 

・就労者数 １６０人 ・一般就労者数 88人 

・自立主労支援事業プラン作成者数 

 297名 

・就労準備支援事業プラン作成者数

35名 

認定就労訓練事業の推進  直ちに一般就労に就くことが困難な生活困窮者が、

企業や社会福祉法人等において支援付きの就労を行う

認定就労訓練事業について、受入事業所の開拓、利用

者の斡旋調整等の業務を行う。 

・就労訓練事業所新規認定数 

20件 

・就労訓練利用者数 ５０人 

・就労訓練事業所新規認定件数 

 5件 

・就労訓練事業プラン作成者数 

 2件 

家計相談支援事業  家計収支のバランスが崩れている生活困窮者に対し

て、プランに基づき、家計収支の改善や家計管理能力

を高めるための支援を行う。 

 また、弁護士や司法書士による債務相談を実施する。 

・延べ利用者数 110人 ・家計相談支援事業プラン作成者数 

97件 
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６ 福祉サービスの質の向上・利用者等の権利擁護の推進 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

障害者・高齢者権利擁護センター運営事業  

 相談事業 障害者及び認知症高齢者の権利侵害や財産管理に関

する相談を実施する。 

（１）職員による生活相談：随時 

（２）弁護士による法律相談：週2回（水・金） 

・生活相談件数 27,000件（月

2,250件程度） 

・法律相談件数 48件（週１件

程度） 

・生活相談件数 31,498件 

（月約2，600件） 

・法律相談件数 20件 

金銭管理・財産保全サービス 知的障害者、精神障害者及び認知症高齢者など判断

能力が不十分な方で、日常の金銭管理に不安をお持ち

の方に対して契約に基づき金銭の管理や大切な財産を

安全にお預りするサービスを実施する。 

 

 

 

 

・新規契約者 355件 

・継続契約者 1,539件程度（年

度末） 

・新規契約者 238件 

・継続契約者 1,461件 

生活援助員養成・育成 金銭管理サービスの担い手である生活援助員を養成す

る研修を開催するとともに、現在雇用している生活援

助員の資質向上を図る。 

・生活援助員養成研修 

 回数 年1回（延べ6日程度） 

 受講数４５名、新規雇用者数

40名 

・生活援助員現任研修 

 回数 年4回 

・生活相談員養成研修  中止 

・生活援助員現任研修（レポート 

提出） 

 回数 年1回 

※新型コロナ感染拡大防止のため 

成年後見あんしんセンター運営事業【委託】  

 成年後見制度に関する専門相談及び

相談支援機関のバックアップ支援 

高齢者や障害者、またその家族や支援者等に対して

成年後見制度に関する相談を実施し、制度の活用を促

進するとともに、相談支援機関等のバックアップ支援

を行う。 

(1)弁護士又は司法書士による専門相談：週1回 

(2)職員による一般相談：随時 

・専門相談件数 48件（週1件

程度） 

・一般相談件数 1,440 件（月

120件程度） 

・ケース会議等の出席（随時） 

・専門相談 23件 

 

・一般相談 1,844件 

 

・区チーム会議 20事案29回 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 成年後見制度に関する広報・啓発 成年後見あんしんセンター及び成年後見制度、市民

後見人について広く市民に対して広報・周知するため

のパンフレット等を作成し、相談者や関係機関等へ配

布するとともに、ホームページでの積極的な情報提供

を行う。 

また、職員の講師派遣を積極的に対応するとともに、

福祉関係者    向けの研修を開催する。 

・パンフレット配布数 3,500

部 

・専門相談チラシ配布数 

2,400部 

・ホームページの毎月更新 

・職員講師派遣 40件以上 

・福祉関係者向け研修 ３回 

・啓発シンポジウム １回 

・パンフレット配布 3,500部 

・専門相談チラシ配布 2,400部 

・ホームページ更新 20回 

 支援者のためのQ&A 新規開設 

・職員講師派遣 33件 

・福祉関係者向け研修 3回 

・啓発シンポ：新型コロナのため 

オンライン講座（社士会共催） 

市民後見人候補者養成研修 成年後見制度を必要とする方に対して、市民が後見活

動を行う「市民後見人」を養成する。（第8期） 

・３０名程度の登録 ・新型コロナのため第８期中止 

市民後見人候補者バンクの設置・運

営、受任調整、後見活動への支援・監

督 

市民後見人候補者養成研修を修了した市民後見人候

補者バンク登録者に対し、受任に備えてフォローアッ

プ研修や生活援助員及び法人後見支援員、施設ボラン

ティア等の実習体験を実施するとともに、バンク登録

者への情報提供等を目的に市民後見人NEWSを発行

する。 

また、市民後見人受任者に対する受任者研修や受任者

サロンの開催、サポート委員会による受任調整、市民

後見人の活動の個別支援・監督を行う。 

・フォローアップ研修 ４回 

・バンク登録後の実習体験 

・バンク登録者の広報啓発活動 

10回 

・市民後見人NEWSの発行 ３

回 

・受任者研修 ４回 

・受任者サロン ４回 

・市民後見人サポート相談 随時 

・新規受任調整 12件 

・フォローアップ研修 4回 

・バンク登録後の実習体験 

・市民後見人NEWSの発行 3回 

・受任者研修 4回 

・受任者サロン 2回 

（上記研修等、新型コロナのため中

止または一部オンデマンド配信） 

・サポート相談 1回 

・新規受任調整 5件（リレー2件） 

市長申立て事務等関係機関との連携 後見の必要な方で、かつ身寄りのない方のために区

役所等が行う「市長申立て」に関する一部事務を行う。 

また、地域課題の情報共有と支援策の検討のため、

関係機関と連携した協議会を開催する。 

・市長申立月１１件程度の対応 

・協議会 6回 

 

・市長申立事務依頼件数 92件 

・協議会 2回、部会 2回 

法人後見支援事業の実施 平成27年度に検討した名古屋市における後見等の業

務を適正に行うことができる法人後見の活動を推進す

るための仕組みづくり及び啓発に向けて、法人後見団

体の交流会や研修、講演会の開催、法人後見の設立支

援を行う。 

・法人後見団体の交流会 2回   

・研修会 ２回 

・講演会 1回 

・法人後見設立支援 随時 

・交流会 1回 

・研修会 3回 

（新型コロナのためオンライン 

講座を実施） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 親族後見人支援事業 成年後見制度利用促進に向けて設置される中核機関に

おいて求められる後見人支援機能について、親族後見

人とセンターが関わりを持つために、本人・親族を対

象とした制度及び申立手続きについての説明会、親族

後見人のための相談会を開催する。 

・親族のための申立手続き説明会 

4回 

・親族後見人のための相談会 4

回 

・説明会 2回 

 （新型コロナのため一部中止） 

・相談会 1回 

 （新型コロナのため一部中止） 

法人後見センターなごやかぽーとの運営 認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者等の判断能

力が不十分な方々が安心して地域で生活することがで

きるように、本会が法人の成年後見人等として財産管

理や身上監護等を行う。 

・法人後見受任件数 計６０件 

・職員または法人後見支援員によ

る被後見人等への訪問（月１回以

上） 

・法人後見受任件数 ５０件 

・被後見人等への訪問、電話による

状況確認等（月１回以上） 

（仮称）なごやかサポート事業（死後事務

委任契約など）の検討・実施 

高齢者等が安心して生活できるよう、本人の死亡後に

死後事務を行う者がいない方と死後事務委任契約を締

結し、見守り・安否確認を行う新規事業について、関

連する取り組み等も含めた総合的な実施に向けて検討

します。 

・事業開始に向けて検討 なごやかエンディングサポート 

事業としてR3．2より事業開始 

高齢者虐待相談センター運営事業【委託】  

 高齢者虐待相談事業 高齢者本人やその家族等から、電話や来所での相談を

受けるほか、専門家による法律相談及びこころの相談

を実施する。 

・相談延件数 450件 ・相談延件数 ３８３件 

高齢者虐待相談研修事業 区役所・支所、保健センター、いきいき支援センター

等の職員を対象に、高齢者虐待に対応するうえで必要

となる知識や技術に関する研修及び演習を行う。 

・研修開催 年４回 

・研修参加者満足度 95％以上 

・研修開催 年３回 

・研修参加者満足度  9０％ 

・虐待防止ﾈｯﾄﾜｰｸ研修 年４回 

高齢者虐待防止啓発事業 高齢者虐待防止に向けて、センター職員が各機関主

催の研修会等へ講師として出向くほか、啓発チラシ等

の配布や講演会等を実施する。 

 

 

 

・他機関主催研修等への講師派遣

１５回 

・講演会開催（民生委員対象1回） 

・社会福祉研修センターとの連携

による講義（年間5回、障害と

合同） 

・事業者向け啓発資料の配付 

・他機関主催研修等への講師派遣 

７回 

・講演会は新型コロナの為中止 

・社会福祉研修センターとの連携に

よる講義（年間７回、障害と合同） 

・事業者向け啓発資料の配布 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 高齢者虐待防止調査研究事業 高齢者虐待防止に向け、虐待相談センターが関わっ

た困難事例へのアドバイス内容を検証し、相談対応に

活かす。 

・虐待相談センター委員会 年１

回 

 

・虐待相談センター委員会 年１回 

・養護者虐待に関する調査の実施

（調査票の作成・配布・回収） 

障害者虐待相談センター運営事業【委託】  

 障害者虐待相談事業 障害者本人やその家族等から、電話又は来所での相

談を受けるほか、専門家による法律相談及びこころの

相談を行う。 

・相談延件数 300件 ・相談延件数３０５件 

障害者虐待相談研修事業 区役所・支所、保健センター、障害者基幹相談支援セ

ンター等の職員を対象に、障害者虐待に対応するうえ

で必要となる知識や技術に関する研修及び演習を行

う。 

・研修開催 年4回 

・研修参加者満足度 95％以上 

・研修開催 年２回 

・研修参加者満足度  ８９％ 

・虐待防止ﾈｯﾄﾜｰｸ研修 年４回 

障害者虐待防止啓発事業 障害者虐待防止に向けて、センター職員が各機関主催

の研修会等へ講師として出向くほか、啓発チラシ等の

配布や講演会等を実施する。 

・他機関主催研修等への講師派遣

15回 

・講演会開催（施設職員、民生委

員対象 

各1回） 

・社会福祉研修センターとの連携

による講義（年間5回、高齢と

合同） 

・事業者向け啓発資料の配付 

・他機関主催研修等への講師派遣 

８回 

・講演会は新型コロナの為中止 

・社会福祉研修センターとの連携に

よる講義（年間１０回、高齢と合同） 

・事業者向け啓発資料の配布 

 障害者虐待防止調査研究事業 障害者虐待防止に向け、虐待相談センターが関わっ

た困難事例へのアドバイス内容を検証し、相談対応に

活かす。 

・虐待相談センター委員会 年１

回 

 

・虐待相談センター委員会 年１回 

・養護者虐待に関する調査の実施

（調査票の作成・配布・回収） 

 

障害者差別相談センター運営事業【委託】  

 障害者差別に関する相談、調査及び調

整 

障害者本人やその家族、事業者等から、差別に関す

る相談を受付け、状況に応じて現地調査・事実確認を

行い、差別の解消に向けた調整を行う。 

・相談受付実件数 年300件 相談受付件数 １９７件 

（うち差別相談 ２９件） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 障害者差別相談窓口従事職員向け研

修 

地域の相談窓口として位置付けられている区役所・支

所、保健センター、障害者基幹相談支援センター等の

職員を対象に、障害者差別に対応する上で必要となる

知識や技術に関する研修及び演習を行う。 

・研修開催 年4回 

・研修参加者満足度 90％以上 

開催回数：３回（書面１、集合１、

配信１）、※新型コロナの影響によ

り1回中止 

参加人数：５５人 

満足度：９８．１％ 

障害者差別解消の推進を目的とした

広報啓発 

障害当事者や一般市民、民間事業者、福祉関係者等に

向けて実施する講座や講演会、センターニュースやホ

ームページなど様々な機会を通じて、障害者差別解消

法や条例の理解や差別相談センターの機能や役割など

の理解を促す。 

・出前講座の実施 年50回 

・市民向け講演会の開催 年1

回 

・センターニュースの発行 年2

回 

出前講座：14回（599人） 

市民向け講演会：新型コロナの影響

により中止※ 

センターニュース：年 2 回発行

（1,000部） 

事業者向け啓発ポスターの作成 

名古屋市障害者雇用支援センターの運営  

 障害者就労支援センター事業【補助】 ハローワークへの同行など就職活動の支援、それぞれ

の障害特性を踏まえた雇用管理についての企業に対す

る助言、生活習慣の形成・健康管理・金銭管理など日

常生活の自己管理に関する助言など、就職を希望する

障害者、あるいは在職中の障害者が抱える就労及び日

常生活上の課題に対する相談・支援を一体的に行う。 

併せて、地域の障害者就労支援機関等社会資源との連

携・協働の仕組みづくりを図り、障害者が自立できる

地域づくりを目指す。 

・新規登録者１２０名 

・障害者に対する相談・支援件数 

５，０００件 

・就職者６０名 

・定着率（就職後１年経過） 

80．９％以上 

・新規登録者１１９名 

・障害者に対する相談・支援件数 

７，４１７件 

・就職者５６名 

・事業主に対する相談・支援件数 

１，４５９件 

・定着率（就職後１年経過） 

８０．４％ 

就労移行支援事業・就労定着支援事業 

【障害福祉サービス】 

指定就労移行支援事業（定員２０名）として、就職

を希望する障害者に対する、模擬職場での作業訓練や

就労準備講座・土曜生活支援講座、職場見学や実習、

面接同行など就職活動の支援、就職後の職場訪問・個

別面談などによる職場定着支援を半年間実施する。 

就職から６ヶ月経過後は、指定就労定着支援事業と

して、就職後３年６ヶ月まで職場環境改善等定着支援

を継続していく。 

＜就労移行＞ 

・月毎の延べ利用者４４０名 

・就職者年間２０名 

＜就労定着＞ 

・月平均利用者４０名 

・定着率（年度末時点）９５％以

上 

＜就労移行＞ 

・月毎の延べ利用者３３２名 

・令和2年度就職者数１１名 

・令和２年度就職者定着率（就職後

半年経過）８１．８％ 

＜就労定着＞ 

・月平均利用者３９．９名 

・定着率（就職後２年経過） 

９６．９％ 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

福祉サービス苦情相談事業 本会の主に第２号会員（社会福祉施設・事業者）を対

象に、共同設置型の第三者委員として苦情相談センタ

ーを開設、苦情調整委員会を開催して、施設への苦情・

相談の受付、調査及び助言等を実施することにより、

会員施設の福祉サービスの質の向上を図る。 

また、質の向上策として、苦情相談事業研修会、「セン

ター通信」の発行、「施設訪問相談事業」、施設相談事

業「サポートくん」などを実施する。 

・苦情調整委員会 １２回 

・「訪問相談事業」 ５回 

・「サポートくん」 ５回 

・苦情相談事業研修会 ２回 

・センター通信発行 ３回 

・相談・申立件数 141件 

・施設相談 23件 

・苦情調整委員会 12回 

 （書面、参集、オンライン） 

・施設訪問調査・立会い 4回 

・施設訪問相談事業 0回 

・サポートくん 27回 

・苦情相談事業研修会 2回 

（1/13、1/21／オンライン） 

延べ85名参加 

参加者満足度86％ 

・センター通信発行 3回 

 （8月、10月、2月） 

経営者・施設長セミナー 社会福祉施設経営者・施設長を対象に、施設経営・運

営に関わる諸課題をテーマとして、必要な知識、最新

情報を提供することにより、管理者としての自己研鑽

を図る。 

・年3回 

・施設部会委員会と連携 

・名古屋民間保育園連盟、名古屋

市社会的養育施設協議会、愛知

県・名古屋市母子施設連盟、名

古屋市知的障害者福祉施設連

絡協議会、名古屋市老人福祉施

設協議会と共催実施 

・第1回（9/3 オンライン） 

 参加者89名 満足度90% 

・第2回（11/30 オンライン） 

 参加者68名 満足度63% 

 （福祉ﾈｯﾄﾜｰｸｾﾐﾅｰと併催） 

・第3回（1/7 オンライン） 

 参加者97名 満足度85% 

・【臨時】緊急コロナ対策 Web セ

ミナー本編（1/26ライブ、1/28

～2/28オンデマンド） 

 ライブ参加者92名 

 オンデマンド視聴回数1,190回 

 満足度92％ 

施設独自研修支援事業 本会の第２号会員である施設等が自ら行う研修に対し

て経費を助成することにより、会員としての還元を行

うとともに、組織力や提供する福祉サービスの質向上

に貢献する。 

・総額１００万円 総額101万3,000円 

（全22施設） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

社会福祉研修センターの運営【委託】  

 障害の理解を目的としたホームヘル

パー現任研修 

 障害福祉サービスで従事している者（介護福祉士、

ホームヘルパー等）を対象に、障害特性等の理解を深

める研修を実施する。 

 

・定員充足率 80%以上 

・満足度 80%以上 

・1回実施(５日間) 

・修了者数 １５人 

・定員充足度 ４２．９％ 

・受講者満足度 ９３．３％ 

 認知症対応型サービス事業開設者研

修 

認知症対応型サービス管理者研修 

小規模多機能型サービス等計画作成

担当者研修 

地域密着型サービス事業所の指定要件に該当する各

種研修を受託実施することで、認知症対応型サービス

の充実に資する。 

 

・認知症対応型サービス事業開設

者研修  1回 

・認知症対応型サービス管理者研

修 2回 

・小規模多機能型サービス等計画

作成担当者研修 2回 

・受講者満足度 80%以上 

・開設者研修 

1回実施、修了者数２人 

・管理者研修 

2回実施、修了者数３３人 

・計画作成担当者研修 

 2回実施、修了者数１４人 

・受講者満足度 ８３.８％ 

サービス管理責任者・児童発達支援管

理責任者 

フォローアップ研修 

【愛知県社協と共催・共管】 

名古屋市及び愛知県内の障害者福祉サービス事業所

で従事するサービス管理責任者・児童発達支援管理責

任者を対象に、自らの業務を振り返り、確認・スキル

アップを目的とする研修を実施する。 

本研修の実施主体は名古屋市及び愛知県で、それぞれ

本会及び愛知県社協が受託し、共催・共管で実施する。 

・受講者満足度 80%以上 ・申込者数 ９人 

・新型コロナ感染症拡大防止の 

ため、資料を送付し自主学習と 

して実施。 

介護職員等キャリアアップ研修 介護保険事業所等で従事する職員を対象に、職務に必

要な知識・技能を身につけ、仕事に対する不安の解消

や能力向上に資する研修を実施する。 

・延参加者数 1,800名以上 

・定員充足率 80％以上 

・理解度・役立ち度 80%以上 

・１４回実施 

（うち3回をオンラインで実施） 

※新型コロナ感染症拡大防止の 

ため、10回中止。 

・延べ申込者数 ９９７人 

・延べ受講者数 ３９１人 

・定員充足率 ５０．９％ 

・理解度・役立ち度 ８９．８% 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 高齢・障害福祉職員研修 介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所、障害

児通所支援事業所等に所属する職員に対し、幅広い知

識及び専門的技術等の習得が可能な研修を実施するこ

とにより、職員の資質の向上と利用者の処遇向上を図

る。 

・定員充足率 80％以上 

・理解度・役立ち度 80%以上 

・３９回実施 

（うち１６回をオンラインで実施） 

※新型コロナ感染症拡大防止の

ため、１６回中止。 

・延べ申込者数 ４，８９３人 

・延べ受講者数 １，６２３人 

・定員充足率 ７１．１％ 

・理解度・役立ち度 ９０．９% 

社会福祉研修センターの運営【独自事業】  

 介護職員初任者研修 

（旧：ホームヘルパー2級養成研修） 

愛知県知事の指定を受け、介護職員として基礎的な知

識・技能を習得するための研修を実施し、介護人材の

養成・確保に資する。併せて、なごやかスタッフへの

登録を促し、本会の人材確保を行う。 

・２回実施 

・定員充足率 90%以上 

・受講者修了率 100% 

・１回実施((30日間)) 

※新型コロナ感染症拡大防止の

ため、１回中止。 

・修了者数 ２２人 

・定員充足率 ９１．７％ 

（定員数削減） 

・受講者修了率   100％ 

 

介護福祉士国家試験対策講座、模試・

セミナー 

介護福祉士国家資格取得を目指す方を対象に、筆記試

験対策として、土日での6回連続講座及び模試・セミ

ナーを実施し、資格取得支援を行う。 

・定員充足率 70％以上 

・受講者満足度 80%以上 

①対策講座 

・1回実施(6日間) 

・受講者数 １８人 

・定員充足率 ３６．０％ 

・受講者満足度 ８１．３％ 

②模試・セミナー 

・動画配信で実施 

・受講者数 ２５人 

・定員充足率 ４１．７％ 

・受講者満足度 ５５．０％ 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 介護支援専門員実務研修受講試験 

対策模試・セミナー 

介護支援専門員資格取得を目指す方を対象に、模

試・セミナーを実施し、資格取得支援を行う。 

・定員充足率 90％以上 

・受講者満足度 80%以上 

・動画を配信で実施 

・受講者数 ３９人 

・定員充足率 ７８．０％ 

・受講者満足度 ８６．８％ 

 認知症介護基礎研修 

認知症介護実践者研修 

認知症介護実践リーダー研修 

高齢者介護実務者及びその指導的立場にある者に対

し認知症高齢者の介護に関する実践的研修を実施す

ることにより、認知症介護技術の向上を図り、認知

症介護の専門職員を養成し、サービスの充実を図る。 

・認知症介護基礎研修（３回） 

・認知症介護実践者研修（２回） 

・認知症介護実践リーダー研修

（１回） 

・各研修定員充足率 80％以上 

・受講者修了率 100% 

①基礎研修 

・新型コロナ感染拡大防止の 

ため、中止 

②実践者研修 

・新型コロナ感染拡大防止のため、

１回実施 

・修了者数 ３８／４０人 

・定員充足率 １００．０％ 

・受講者修了率 ９５．０％ 

③リーダー研修 

・新型コロナ感染拡大防止のため、

中止 

 名古屋市介護保険・障害福祉サービス

事業所経営セミナー 

中小規模の法人の環境がより厳しさを増す中、経営

状況の改善や経営管理に関する知識及び手法を学

び、経営基盤の強化を目指すとともに、その手法の

一つとして事業協同組合について理解を促す機会と

する。 

・２回実施 

・定員充足率 90％以上 

・受講者満足度 80%以上 

・2回実施 

・受講者数 ３９人 

・定員充足率 ３９．０％ 

・受講者満足度 ３８．０％ 



36 

 

７ 本会の強みや特色を生かした指定管理施設等の経営 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

とだがわこどもランドの管理  

 自由に遊べる場の提供 全開館時間を通して、屋内・屋外を問わず安心・安全

に遊べる場を提供する。 

・来館者数 600,000名 ・来館者数３９５,６７０名 

 児童の健全育成、子育て支援に関する

企画の実施 

・イベント 

・子育て支援事業 

・クラブ活動 

・プレーパーク 他 

乳幼児と保護者から高校生までの多様な年齢、対象

に応じた各種企画を実施。また、事業を通してボラン

ティアの育成や地域連携を進める。 

各部屋においては、これまで好評だった企画はもと

よりＮＥＷ企画も積極的に実施するほか、屋外につい

ては、新しい遊具の導入を図る。 

 また、『こどもの相談（個別相談）』、『子育て支援講

座』等の子育て支援事業、こどもランドのすぐ近くに

ある『共生型サロン』への協力などを行う。 

・イベント、子育て支援事業 

2,500回 

125,000名 

・クラブ活動 

320回 

6,500名 

・プレーパーク 

60回 

8,000名 

・イベント・子育て支援事業 

 2,113回 41,731名 

 

・クラブ活動 

261回  3,023名 

 

・プレーパーク 

 45回  3,119名 

 広報誌の発行、ホームページの運営 施設及びイベント内容を広く周知し、来館を促す。 

また、Twitter、Facebookの活用や広報紙「トコラ」

やホームページのリニューアルを進め、こどもランド

のイベント等のＰＲを強化し、来館者増につなげる。 

・広報紙「トコラ」毎月発行 

年間63,500部 

・雑誌・イベント入力による 

 掲載回数 合計250件 

・広報紙「トコラ」毎月発行 

年間6３,２00部 

・雑誌、イベント入力による 

掲載回数 ２４８件 

 

 児童館児童厚生員等職員研修 児童健全育成推進財団の定める児童厚生二級指導員

の科目認定講習会を開催する。 

市内児童館職員の参加はもとより、県児童総合センタ

ー及び県児童館連絡協議会との連携により、市外県内

の児童館職員の相互受け入れを可能としたことで、市

外の児童館職員との交流・情報交換を促進し、もって

研修の質の向上、二級資格取得者の増を図る。 

・6回 

・250名 

・6回 

299名 

 

 児童館合同行事 市内１６児童館の子どもたちを対象とした児童館交

流大会（オセロ・卓球・ボッチャ）を開催し、児童館・

子ども同士及び児童館同士の交流を図る。 

 

・オセロ大会 60名 

・卓球大会 90名 

・ボッチャ大会 60名 

・新型コロナの影響により中止 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

鯱城学園の管理  

 教養講座、専門講座、地域活動学習講

座の開講 

高齢者の生きがいづくりと、地域活動の核となる人

材の養成を目的とする鯱城学園を運営する。 

定員 ７６０名、就業年限 ２年 

４コース11専攻32クラス（各学年16クラスの計

32クラス） 

・教養講座 各学年20回程度 

・専門講座 各学年27回程度 

・地域活動学習講座 各学年 7

回程度 

 

所管課の指示により、新型コロナの

重症化リスクが高い高齢者の施設

である学園の特性を考慮しながら、

再開の可能性を模索したが、令和２

年度を通じて休校となったため、未

実施  学園行事の実施 入学式、オリエンテーション、卒業式の他、学生同士

の交流を深めるもの及び地域活動を推進するための力

量を備えるための行事を実施する。 

・入学式、オリエンテーション、

体育祭、修学旅行、文化祭、卒業

式、地域ミーティング（年３回） 

 学生の自主活動等の支援及び卒業生

の地域活動等の支援 

学生会活動、クラブ活動（３２クラブ）、クラス活動

への支援 

学園内ボランティアセンターの運営 

卒業生が行う学園関係の諸活動や地域の諸活動に対す

る支援 

・クラブ 年間活動日数約２６日 

・クラス発表 年２回 

 一般市民向け講座の開催・事業の実施 高齢者その他市民を対象とした講座や行事の開催及

び高齢者福祉の推進に資する事業の実施 

鯱城ホールの貸出事業の実施 

・納涼健康講座 年５回 

・公開講座 年３回 

・各種陶芸教室 年２～３回 

 学園の円滑な運営、講座カリキュラム

の編成を図るため学識経験者、関係機

関等を交えた委員会の開催 

運営委員会の開催 

カリキュラム編成委員会の開催 

・運営委員会 年２回 

・カリキュラム編成委員会 年1

回 

・運営委員会：書面開催方式で 

年１回実施 

・カリキュラム編成委員会：未開催 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

総合社会福祉会館の管理・運営  

 会議室等の貸し出し（指定管理） 

 

社会福祉振興を目的とする活動を行う団体等に対し

て総合社会福祉会館７階各会議室の貸出し業務を実施

する。また、設備機器等の計画的な更新や補修を行い、

清潔で快適な利用環境を提供するとともに、「Ｅメール

等を活用した会議室の利用申込の簡素化」、「ｷｬﾝｾﾙ待ち

連絡サービス」、「資機材等事前預かりサービス」、「機

材等運搬サービス」、「研修用Wi-Fi（無線LAN）環境

の提供」、「緊急通報装置、聴覚障がい者向け通報パト

ランプの設置」など、引き続き、安全・安心で利便性

の高い会館づくりに努める。 

さらに、接遇向上のキャンペーンを実施し、利用者満

足度の高いサービスを提供する。 

・利用率８０％以上 

・満足度調査：概ね満足している

以上 

８０％以上 

 

・利用率６７.７％ 

・満足度調査満足度調査 

概ね満足している以上の率 

８５.４％ 

 

※R2.4.10～R２.5.３１の間は新 

型コロナ感染拡大防止対策で、 

貸し出しを中止 

 貸出再開以降も、感染防止のため

定員を半減 

総合社会福祉会館事業の実施  

 発達援助教室 

 

発達に何らかの遅れがある子どもの発達を援助する

ため、親子ともに集団に参加する機会を提供し、その

発達の促進を図る「発達援助教室」を実施する。（上半

期週1コマ、下半期週2コマ） 

また、教室卒業者の保護者からの個別の育児相談に応

じ、継続的に支援するための「フォローアップ相談」

を上半期に週１コマ開催する。 

・発達援助教室開催回数 82回 

 

発達援助教室開催回数 65回 

 

 福祉図書室・情報閲覧コーナーの運営  福祉図書及び福祉情報の閲覧を通して市民に福祉情

報に触れる機会をもっていただくため｢祉のひろば」に

て福祉図書・資料の閲覧ｽﾍﾟｰｽの提供を行う。 

・利用人数 １,６００名 

 

・利用人数 ４５名 

 ※R2.4.10以降は感染防止対策 

のためコーナーの利用を休止 

 福祉団体連絡事務室の管理 全市的活動をしている各種福祉団体の連絡調整及び活

動の場を提供する。 

・利用人数 １,６００名 ・利用人数 ７９９名 

 

 「福祉のひろば」の運営 福祉情報及びボランティア情報の提供と各種福祉団体

等が気軽に打ち合わせができるフリースペースを提供

する。また、授産施設製品の展示・販売を行う。 

・利用人数 ４,０００名 ・利用人数 ９５名 

 ※R2.4.10以降は感染防止対策 

のためコーナーの利用を休止 
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８ その他の事業 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

高齢者はつらつ長寿推進事業の運営協力 区社協が受託実施する「高齢者はつらつ長寿推進事

業」に関して、より効果的に介護予防、ならびに地域

活動の参加促進が図れるよう 支援する。 

 

・合同連絡会 2回 

・職種別連絡会 1回 

・連絡会等を通じた職員間の情報

共有 

・次期の受託に向けて取り組みの

なかで本事業の意義や使命を内

外にアピールする 

・合同連絡会 年３回（①６/1１、

②8/17・8/19、③3/10・

3/11） 

 

はばたきサポート事業【基金】 児童養護施設や自立援助ホーム、里親又はファミリ

ーホームで暮らしている高校３年生の就職・進学希望

者に対して、自立への一助するために、下記の経費の

一部を助成する。 

(1)就職又は進学希望者の運転免許取得費 

(2)就職又は進学希望者の賃貸住宅入居費 

・合計30件の応募 運転免許取得費 11件 

賃貸住宅入居費 14件 

緊急小口資金償還事務 緊急小口資金貸付要綱により貸付を受け、償還を完了

していない者について債権管理の適正化を図り、徹底

する。 

・緊急小口資金等債権管理委員会

の開催 

・将来にわたり償還の見込みのない

債権の放棄 

4件 121,200円 

・不納欠損補填補助金の交付 

3件  93,200円 

生活福祉資金貸付事業 低所得者、障害者又は高齢者を対象に資金の貸付を行

う「生活福祉資金貸付事業」について、窓口となる１

６区社協を統括し、県社協との連絡調整や情報提供を

行うほか、相談援助技術向上にかかる研修会・連絡会

を開催する。 

・研修会・連絡会 １回 

・区社協定期事務調査 4区 

・新型コロナの影響による緊急小口

資金等特例貸付に伴い、研修・連

絡会、定期事務調査は中止 

※膨大な特例貸付の相談・申請件数

に対応するため、区社協への人材

派遣職員の配置及び市社協職員

による応援派遣の実施、市社協臨

時事務センターの設置 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

福祉相談 本会事務局において電話・メール・来所等による市民

からの相談を受け付け、適切な助言、情報の提供、他

機関への紹介や調整等を行う。（平日８時４５分～１７

時１５分） 

・相談支援記録システムによる支

援経過の蓄積及び市・区社協相談

体制の検討 

・相談件数76件 

（来館15件・電話38件・その他

メール等23件） 

東山霊安殿の管理運営 生活保護受給者で身寄りがない方、社会福祉施設の

利用者や自宅等で亡くなり引き取り手がいない方等の

遺骨を預かり、慰霊する。 

また、納骨後１０年を経過した遺骨の合葬に向けて関

係機関との調整を行う。 

・納骨受付 月１回 

・月例法要 ４回 

・慰霊祭 1回（１１月） 

・納骨後10年を経過した遺骨の

合葬 

・納骨受付 月１回 

・月例法要 ４回 

・慰霊祭 1回（１１月） 

・遺骨の合葬1回（４月） 

※合葬までの期間を短縮するため

規程を改正（段階的に10→5年） 

福祉会館・児童館の統括事務【委託】 他法人を含む市内1６館の会議開催、事務連絡、照会

事務等を行い、円滑に運営を図る。 

・各館長会      各11回 

・児童館：職員研修等  ５回 

・福祉会館：職員研修等 5回 

【福祉会館】 

・館長会11回、 

※所管課主催の臨時開催２回分

含む 

・担当者会及び研修４回、会館冊子

作成 

【児童館】 

・館長会1０回、 

・担当者会及び研修４回 

区社協福祉会館・児童館の本部業務 区社協が指定管理者として管理・運営する福祉会館・

児童館の職員採用事務、会議・研修等を開催するほか、

「福祉会館めぐり」や「中学生の学習支援事業」など

全館に共通する事業の実施を支援するなど、区社協運

営館の円滑な運営と事業の充実を図る。 

・児童館長連絡会 ５回 

・福祉会館長連絡会 随時 

・児童館担当者会・研修  6回 

・福祉会館担当者会・研修 4回 

・福祉会館めぐり参加者 

2,100人以上 

【福祉会館】  

・館長連絡会２回、担当者会１回 

・福祉会館めぐりは、各館作成の 

広報紙「福祉会館めぐり番外編」の

郵送企画に代替。 

【児童館】  

・館長連絡会1回 

・担当者会及び研修2回 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

民生委員児童委員互助共励事業 民生委員・児童委員の死亡・傷病・被災及び配偶者の

死亡に対して行う弔意又は見舞、退任者に対する慰労、

及び研修事業、心配ごと相談所事業への助成を行う。 
－ 

・予定どおり実施 

福祉関係事業に対する各種助成の実施 共同募金の配分金について、福祉関係事業に対する

助成等を行う。 

・１８事業を予定 ・１０事業に対し助成 

歳末たすけあい募金寄託金配分事業の実

施 

従前の年末年始における臨時相談窓口事業、住所不安

定者支援事業及び生活困窮者に対する食糧支援を実施

する。 

－ 

・臨時相談所事業 

臨時相談５８件（うち援護５４

件）、直接相談4件（うち援護4

件）、結核健診３６件、生活習慣

病健診３６件 

・住居不安定者支援事業 

日用品等の支給９件、交通費の支

給１５件・生活困窮者食糧支援 

1,557件 

社会福祉現場実習の受入及び社会福祉士

実習指導者の養成 

将来の福祉人材育成のため、愛知社会福祉現場実習連

絡協議会を通じて区社協において実習生を受け入れる

ための連絡調整を行う。また、実習受入れに際して必

須となる「社会福祉士実習指導者」有資格者（職員）

の配置に支障がないよう、養成に努める。 

・愛知社会福祉現場実習連絡協議

会情報交換会への参加 1回 

・市・区社協計180時間実習受

け入れ 

・社会福祉士実習指導者養成１０

名 

・愛知社会福祉現場実習連絡協議会

情報交換会への参加 1回 

・市・区社協による180時間実習

受け入れ １０名 

・社会福祉士実習指導者養成講習会

の受講 0名（新型コロナの影響

により講習会が開催されなかっ

たため） 

生活困窮者の中間的就労等の受け入れ 就労に困難を抱える生活困窮者の支援の一環として、

中間的就労や就労体験を受け入れる。 

・中間的就労（雇用型）：１名 

・中間的就労（非雇用型）：１名 

・就労体験：５名 

・0名（受け入れ依頼なし） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

社協ボッチャ推進プロジェクト 誰もが気軽に参加、交流できるスポーツ「ボッチャ」

を本会内外において実施する「社協ボッチャ推進プロ

ジェクト」を進めることにより、地域共生社会の実現

に寄与するとともに、職場風土・環境づくりにつなげ

ます。 

【社外】 

・児童館対抗ﾎﾞｯﾁｬ大会の開催 

1回 

・大学ラウンドテーブルを活用し

たボッチャ交流企画の実施 

・ウェルフェア2020 における

ボッチャ体験会場の運営 

・Office de Boociaへの参加 

・企業ボッチャ体験会の実施 

【社内】 

・職場対抗ﾎﾞｯﾁｬ大会の開催1回 

【社外】 

・児童館対抗ボッチャ大会：中止 

 

・大学ラウンドテーブルを活用した

ボッチャ交流企画：未実施 

・ウェルフェア2020自体：中止 

 

・Office de Boocia自体：未実施 

・企業ボッチャ体験会：中止 

【社内】 

・職場対抗ボッチャ大会：中止 

 

９ 本会の経営・経営基盤の強化、他団体とのパートナーシップ・連携 

個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

理事会、評議員会、評議員選任・解任委員

会の開催 

 本会の運営上の重要事項決定や事業執行のため、理

事会、評議員会、評議員選任・解任委員会を開催する。 

・理事会・評議員会各３回開催 

・評議員選任・解任委員会（年１

回開催） 

・理事会１回 （３/２６） 

・理事会みなし決議５回 

・評議員会１回（３/２６） 

・評議員会みなし決議３回 

・評議員選任・解任委員会みなし 

決議２回 

会計監査人及び内部監査人の設置 社会福祉法人制度改革で求められる内部管理体制の強

化に取り組むほか、会計監査人による監査を受けるこ

とにより、経営組織のガバナンスの強化や事業運営の

透明性の向上に向けた取り組みを適切に行います。 

・会計監査人による期中監査及び

期末監査の実施 

・内部監査人による内部監査の実

施 

・会計監査人による期中監査及び 

期末監査の実施 

・監査実績日数（本部４１日、 

事業所１１日 合計５２日） 

地域福祉部会委員会 区社協会長を委員とする地域福祉部会委員会を開催

し、地域福祉部会所管事業に関する連絡調整及び研究

協議を行う。 

・部会委員会（年２回開催）うち

１回は区社協会長研修会と併催 

・部会委員会の開催1回（1/２０） 

講師：多文化ソーシャルワーカー 

神田 すみれ 氏 

※区社協正副会長セミナーと併せ

て、動画視聴及び書面により実施 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

社会福祉施設部会の運営  各種別施設の代表者で構成する社会福祉施設部会委

員会で、本会の施設関連事業について協議するととも

に、部員間の連携促進のための取り組みを検討、実施

する。 

 また、「大都市社会福祉施設協議会（川崎市大会）」

に、社会福祉施設部会委員会委員が参加し、研究・協

議する。 

・部会委員会（年３回開催） 

・施設対抗ボッチャ交流大会（仮）

開催 

・ウェルフェア2020 なごやボ

ッチャ 

交流大会への協力（5月） 

・企業の社員研修の受け入れ（5

月） 

・大都市施設協（２月） 

・部会委員会 2回 

 （8/7書面、3/5書面） 

・大都市社会福祉施設協議会 

 令和3年度に延期 

 

事務事業評価の実施 第３次経営戦略計画の進行管理・評価の仕組みの構築

とあわせて事務事業評価のあり方について見直しを行

う。 

・見直し 計画評価チームを設置し、PDCA

サイクルの中で評価する仕組みに

見直しを図った。 

「第３次経営戦略計画」の進行管理・評価 「第３次経営戦略計画」の推進及び進行管理・評価の

ため、計画推進・評価チーム（仮称）を新たに設置す

る。  

・計画推進・評価チーム（仮称）：

設置、会議開催 

計画推進チーム及び評価チームを

設置するとともに、それぞれのチー

ムの役割を明確に位置付けた。 

ＢＣＰ（事業継続計画）の推進 大規模災害時においても、本会の事業が継続あるいは

早期に復旧できるよう、平成２６年１２月に策定した

「事業継続計画」に基づき実施した食糧等の備蓄のサ

イクルが最終年度となるため、今後の食糧等の備蓄の

あり方を検討する。 

・今後の食糧等の備蓄のあり方の

検討 

感染症対応マニュアルに基づく衛

生用品等の配備との整合性を図り

つつ、次期食糧等備蓄サイクルにお

けるそのあり方について検討し、一

定の方針を策定。 

企業との連携促進 各企業の地域貢献活動を把握するとともに、地域福祉

の課題やそれに対する取り組みといった情報を提供し

たり、交流や学習の機会を提供したりすることで、地

域貢献活動の促進を図る。 

・各企業の地域貢献活動の情報収

集 

・企業同士の交流機会の設定（年

1回） 

・相談があった企業からの受動的な

情報収集のみ実施。 

・企業と福祉団体をつなぐ場の設定

（１件） 

・名古屋市主催の「ナゴヤをつなげ

る30人」に参加。異業種交流の

中で、事業啓発や資源開発に努め

た。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

広報戦略計画の推進 前計画の成果や課題を踏まえて、次期戦略計画を策定

するとともに、計画に基づいて、社協活動のより一層

の「見える化」を推進するために、専門チームを設置

する。 

・次期広報戦略計画の策定（上半

期） 

・広報に関する専門チーム（仮

称）：設置、会議開催 

・アニュアルレポートの発行 

・次期広報戦略計画を策定（上半期） 

 

・広報に関する専門チーム 

会議開催回数：8回 

・アニュアルレポートの発行 

広報紙「ふれあい名古屋」の発行 本会会員や福祉関係者を対象に、最新の福祉に関する

情報を発信するとともに、本会の主張や取り組みを発

信するため、広報紙「ふれあい名古屋」を発行する。 

年４回 ・年3回（10、1、4月） 

 ※7月休刊 

各12,000部発行 

組織・事業紹介しおりの作成 本会が実施する事業や組織の紹介、所在地・連絡先等

一覧を記載したしおりを発行する。あわせて、昨年度、

新たに作成した本会のパンフレットの積極的な活用を

図る。 

・600部 ・しおり1,500部発行 

・パンフレット2,000部発行 

ホームページ等電子媒体による広報 本会の取り組みを広く発信するホームページについて

アクセシビリティ水準に適合するよう全面リニューア

ルを図る。また、市社協フェイスブックを継続し、タ

イムリーな情報発信を行う。 

・ホームページリニューアル（上

半期） 

・ホームページアクセス数 

月平均16,000件 

・フェイスブック「いいね！」 

100件 

・ホームページリニューアル 

（上半期） 

・ホームページアクセス数 

月平均 20,888件 

・フェイスブック「いいね！」  

71件 

市社協事業概要の作成 本会が実施する各種事業への理解と実績等のＰＲのた

めの冊子を作成し、関係機関等に配布する。 

・550冊発行 550冊発行 

地域福祉関係業務相談支援記録システム

の運用 

市区社協の多岐にわたる地域福祉関係業務に関する相

談や支援の内容を効率的に記録するシステムを運用す

ることで、組織及び職員の地域支援・個別支援能力を

高め、また、職員の活動実績を対外的に示す。 

・相談支援の適切かつ統一的な記

録により、地域支援・個別支援の

質を向上させる 

・CSWの活動記録として機能し、

実績や事例報告のデータとして活

用された。 

・新たな事業拠点の増設に伴い、所

属間でのデータ共有の仕組みを構

築した。 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

第２、４、５号会員の入会促進 本会の組織の基盤である会員のうち、社会福祉施設（2

号）、福祉関係団体（４号）、市民活動団体（５号）の

加入を促進することにより、施設・団体とのパートナ

ーシップを構築するとともに、本会の経営基盤を強化

する。 

新規入会 3２事業・団体 新規入会 36事業・団体 

（2号33事業、4号3団体） 

会員情報管理システムの構築 第２、４、５号会員の情報を管理するためのシステム

を構築し、会費請求や各種集計等に係る事務処理時間、

経費の軽減につなげる。また、システムを活用した有

効な情報収集の方法を検討し、会員還元事業の充実や

会員間ネットワークづくりに寄与する。 

・システムの構築（6～12月） 

・会員への周知（12月） 

・有効な情報収集方法の検討（通

年） 

・システム及びウェブサイト完成 

（1月） 

・会員への周知（2～3月） 

市社協サポーター（賛助会員）の入会促進 本会の目的に賛同していただき本会を資金面で支援し

ていただく「市社協サポーター」を広く募集する。 

・個人 ４５名 

・法人・団体 １０団体 

・個人  １９名 

・法人・団体 ８団体 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

名古屋市福祉基金の運営 街頭募金の実施、遺贈用パンフレットによる市民・

関係機関へのＰＲ等、福祉基金のＰＲ活動強化により、

基金の増強を図るとともに、福祉基金運営委員会を設

置して福祉基金を財源とする事業の執行の透明性を確

保し、適切に実施する。 

また、イベント寄付・テーマ型の寄付・遺贈など時代

に即した新たな寄付の仕組みを開発し、本市における

より一層の寄付文化の醸成を図る。 

・目標額 3,000万円 

・遺贈用パンフレットによる司法 

書士会等関係機関へのＰＲの

実施 

・民生委員・児童委員大会等での

募金活動の実施、街頭募金の実施 

・退職記念キャンペーンの実施 

・職員ワンコイン運動の実施 

・広報紙・ホームページでの広報 

・新たな寄付の仕組みの開発 

・事務臨時職員の配置 

・実績額 

１１，０２５，７１５円 

・市民生委員・児童委員大会が中止

のため募金活動未実施 

・パンフレット（遺贈用含む） 

によるＰＲ 

・広報紙・ホームページでの 

広報 

・退職記念キャンペーン、職員ワン

コイン運動の実施 

・福祉基金街頭募金・福祉基金フォ

トコンクール⇒ 新型コロナ感

染拡大防止のため中止 

・市内介護保険事業者あて 

チラシ配付 

・遺贈用パンフレットを改訂、司法

書士会等へPR 

約４００支店 

・名古屋市商工会議所会報誌 

「那古野」でＰＲ  
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

寄贈品・遺贈の受付と受け入れ先の調整  企業や市民等からの寄贈品・遺贈についての相談・

受付と受け入れ先の調整を行う。 

－ 

飲食店や企業、市民等からマスクや

食材などの寄贈の相談を受け、福祉

施設やNPO、子ども食堂、学童保

育等への寄付の調整を行った。 

・企業・団体等 17件 

・市民 5件 

・遺贈 2件 

広告・書籍斡旋等による自主財源の確保 本会ホームページ及び広報紙「ふれあい名古屋」の広

告掲載ならびに全社協書籍の販売斡旋により、自主財

源を確保する。 

広告掲載可能枠の８割掲載 ・ホームページへの広告掲載実績：

なし 

職員採用に向けた取り組み  本会を支える有能な一般職員を獲得するため、イン

ターネットサイトの活用、パンフレット作成、インタ

ーンシップの開催、区社協の協力を得た法人説明会及

び職場体験の実施等により、採用試験受験者の質と量

の確保に向けた周知活動、公平・公正な試験プロセス、

内定者フォローの３本柱を中心とした採用活動を行

う。 

 

・受験者数１３０名以上 

・法人説明会：３月～６月 

・採用試験：６月～８月 

 （一部試験区分は～１０月） 

・インターンシップ：８月～２月 

・大学主催説明会への積極的な参

画 

・採用辞退の防止 

・説明会の開催（市社協４回：参加

者 124 名・中止(２回)による資

料送付88名、区社協は中止） 

・試験区分を2区分化（①30歳未

満、②職務経験者） 

・受験者数１４７名（①128,②19） 

・第３次試験前の職場体験は中止 

・採用/任用者数14名（①9名、

②1名、転任4名） 

・インターンシップの実施 

夏期：7回・参加者50名、 

秋冬期は中止 

本会を支える人材の育成  

 職員向け研修の実施 

 

一般職員及び専門職員を対象に職員の職制に応じた

基本能力を養成することを目的とした「基本研修（階

層別研修）」を中心に実施する。 

その他、各専門職を対象とした専門研修、働き方改革

関連法の施行に合わせたテーマ別研修を随時実施す

る。 

研修満足度平均4.0以上 

ＳＤＳ研修実績３件以上 

・研修満足度平均４．２ 

・ＳＤＳ研修実績0件 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

 「人材確保・育成・定着指針」に基づ

く人材の確保・育成等の実施 

職員の目指すべき姿（求められる人材像）と、それに

向けた確保（採用）、育成、育成方策を明らかにした指

針と個別の計画を基に、人材の確保・育成等を行う。 

個別計画の策定・実施（継続） ・全職種について策定（継続） 

 社会福祉士資格取得助成制度 

精神保健福祉士資格取得助成制度 

一般職員が社会福祉士・精神保健福祉士資格を取得す

る際の資格取得費用の一部を助成等することで、職員

の専門性のアップに向けた支援を実施する。 

・資格取得費用の一部助成 

・指定養成校入学のための推薦 

・制度の周知、利用率の向上 

・令和2年度末一般職員資格 

取得率 74．2％ 

・令和２年度末一般職員資格・ 

受験資格保有率 81．3％ 

 職員提案制度の実施 特定の時期に市・区社協の全所属一斉で、市民サービ

スの向上、職場環境の改善や事務の効率化等について

アイデアを出し合い実践する機会「ワイガヤキャンペ

ーン（職場改善キャンペーン）」を展開し、その中から

職員提案制度への自主的な提案を促す。 

・提案Ａ  ８提案 

・提案Ｂ １０提案 

・当該年度の本制度実施を休止 

・第３次経営戦略計画に基づき、提

案審査委員会を２回開催して見直

しを図った。 

 

 職員研究開発助成 職員の自主的な研究成果を本会の事業展開に活用する

とともに、職員の意欲や能力の向上を図ることを目的

に、職員の自主的な研究活動の支援を行う。特に「ワ

イガヤキャンペーン（職場改善キャンペーン）」との連

動を意識して取り組む。 

・じっくりコース １件の採択 

・スピードコース 1件の採択 

・当該年度の本制度実施を休止 

・第３次経営戦略計画に基づき、研

究開発助成推進委員会を２回開催

して見直しを図るとともに、前年度

から活動していた研究チームの結

果報告を受け、職員研修と７０周年

記念事業に研究成果を活用する方

針とした。 

 社会福祉協議会活動名古屋会議～職

員チャレンジ発表会～ 

市・区社協職員の日常業務における実践について市・

区社協等から公募し発表の機会を設けることにより、

事例の共有を図るとともに、日々の業務を振り返り、

職員の資質（プレゼンテーション技術等）向上の機会

とする。 

12事例以上の応募 

 

・特例貸付業務やコロナ禍における

事業中止の状況を鑑み、中止 

名古屋市役所への職員派遣 本会に新しい知識や技術等を積極的に導入するととも

に、幅広い視野と新しい発想のもとに地域福祉を推進

できる人材を養成するために、名古屋市役所へ職員を

派遣する。 

職員の派遣 １名 ・職員派遣１名 

 （地域ケア推進課） 
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個別事業計画 活動・事業の概要 今年度の予定・目標 2年度の結果・実績 

全国社会福祉協議会への職員相互派遣 先進の経営感覚・コスト意識等を身に付け、本会に新

しい知識や技術等を積極的に導入するとともに、全国

各地の社協との情報交換・ネットワークづくりができ

る人材を養成するために、全国社会福祉協議会と職員

を相互派遣する。 

職員の相互派遣 1名 ・職員派遣１名 

 （全社協地域福祉部） 

・職員受入1名 

（本会認知症相談支援センター） 

シルバー人材センターへの協力 シルバー人材センター事業への協力のため、名古屋市

シルバー人材センターに職員を派遣その他の協力を行

う。 － 

・職員派遣29名 

各種会議・研修等への参加  全国的な動向や各種施策情報の収集、情報交換なら

びに知識・技能の習得等のため、全社協・県社協その

他関係機関が開催する各種会議等に参加する。 

－ 

・新型コロナの影響で中止になった

会議も多くあったが、全社協・県社

協その他関係機関が開催する各種

会議等にオンラインでの参加も含

め、職員が参加。 

名古屋市共同募金委員会への協力 名古屋市共同募金委員会の事務局を受託し、共同募金

の積極的な周知・ＰＲ・募金受入ならびに大規模災害

発生時に募集される義援金の受入事務等に協力する。 － 

・理事会は書面決議に切り替え 

・その他については予定どおり実施 

 

 

 


